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１. 中期行動計画の取り組みの経緯 
１.１ 初期の中期行動計画の取り組みの経緯 

建設コンサルタントのビジョンは、平成元年に建設省（現国土交通省）が設置した「建設

コンサルタントの中長期ビジョン研究会」（座長：中村英夫東京大学教授（当時））により「建

設コンサルタント中長期ビジョン－ATI 構想（Attractive、Technologically Spirited、

Independent）」が策定され、建設コンサルタントの進むべき将来像、およびそれを実現する

ための方策が示されました。 

その後、ATI構想から15年が経過し、社会・経済情勢などの建設コンサルタントを取り巻

く環境が大きく変化したことを受けて、協会の創立40周年を期して、協会の新ビジョン特別

委員会は、平成15年5月に「建設コンサルタント２１世紀ビジョン－改革宣言」を発表しま

した。 

この「改革宣言」では建設コンサルタントが抱える課題を解決して魅力と展望を持った知

的産業となるため、次の５つの構造改革を提示しました（図１－１参照）。 

①新しい領域の開拓と拡大 

②企業配置の再編 

③技術競争市場の形成と技術開発 

④組織主体から技術者主体への転換 

⑤企業倫理、技術者倫理の堅持 

これを受けて協会は、「改革宣言」の目指すところを実現するための協会の行動計画につい

て「（社）建設コンサルタンツ協会中期行動計画」として取りまとめ、平成16年5月に発表

しました。 

この中期行動計画では次の４つの行動を掲げ、これを具体化するために20の施策を提示し

ています（図１－２参照）。 

行動計画－１ 技術  ：優良な技術と知恵を提供するための行動 

行動計画－２ 新領域 ：新しい領域を開拓し拡大するための行動 

行動計画－３ 倫理  ：倫理の堅持 

行動計画－４ 社会貢献：専門家集団としての社会貢献 

また、平成17年度に支部における社会貢献活動に対して助成金を交付し、支部活動を支援

する制度を創設しました。対象とする支部活動の例は、下記のとおりです。 

①講習会、講演会、セミナー、シンポジウム等の開催 

②学校教育の支援として講師の派遣 

③地域づくり、まちづくり事業への参画 

④イベント、フォーラムへの参画 

⑤マスメディア、ホームページによる一般市民への広報、など 
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図１-１ 建設コンサルタントの構造改革
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図 １-２ 構造改革の５つの柱と中期行動計画の４つの行動計画 

 

 

１.２ 第二次中期行動計画の取り組み 
前述のとおり、協会では「建設コンサルタント２１世紀ビジョン―改革宣言」の目指すと

ころを実現するために、５ヵ年の行動計画として初期の中期行動計画をとりまとめ、平成１

６年度より本部、支部の活動として取り組み、平成２０年度において５ヵ年の活動が終了し

ました。 

協会では、５ヵ年が経過した初期の中期行動計画の活動結果について評価、総括を行うと

ともに、第二次中期行動計画のあり方について検討を進めました。 

その結果、「建設コンサルタント２１世紀ビジョン―改革宣言」の策定後、５ヵ年が経とう

としていますが、同ビジョンで定めた「２１世紀の建設コンサルタントのあるべき姿」や「構

造改革の５つの柱」は変更する必要がないこと、また、今後においては同ビジョンを基本に、

中期行動計画の見直しを行い（行動計画の追加・削除・統合）、活動を継続することが妥当で

あること等の方針が確認されました。 

これを受け、平成２１年度中期行動計画特別委員会において、平成２１年度からの５ヵ年

の行動計画として、第二次中期行動計画（平成２１年度～平成２５年度）を策定しました。 
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２. 初期中期行動計画の活動結果 
２.１ 初期中期行動計画の施策一覧 

初期中期行動計画の施策と担当委員会は表２-１のとおりです。 

 

表 ２-１ 初期中期行動計画（Ｈ１６～Ｈ２０）の施策一覧と担当委員会 

行動計画 施　策 担当委員会

1-1       プロポーザル方式拡大の推進 業務システム委員会

1-2       適正な選定基準、選定過程の確立 業務システム委員会

1-3       適正な登録制度の確立 企画委員会

1-4       適正な選定制度の確立 選定制度委員会

1-5       適正な責任担保制度の確立 総務委員会

1-6       適正な再委託制度の確立 企画委員会

1-7       適正な発注ロットの確立 業務システム委員会

1-8       適正な知的財産権の運用の推進 総務委員会

1-9       技術者の能力開発と活用 CPD委員会

1-10    適正な資格制度の確立 RCCM資格制度委員会

1-11    適正な報酬体系の確立 報酬積算体系特別委員会

1-12    職業法制定の推進 企画委員会

1-13    経営基盤安定・強化の支援 経営委員会

1-14    技術開発支援 技術委員会

2-1       建設コンサルタントの役割の提案 企画委員会

2-2       マネジメント領域拡大の支援 マネジメントシステム委員会

3-1       倫理を促す協会制度の創設
倫理委員会
職号倫理啓発委員会

3-2       倫理の堅持の支援
倫理委員会
独禁法に関する委員会

4-1       社会資本整備のあり方の提言 企画委員会

4-2       社会貢献活動への参画
広報委員会
情報委員会
支部

行動計画－２
新しい領域を開拓し拡大す
るための行動

行動計画－４
専門家集団としての社会貢
献

行動計画－３
倫理の堅持

行動計画－１
優良な技術と知恵を提供す
るための行動
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初期中期行動計画の施策と具体的行動を表２－２に示します。また、初期中期行動計画の

活動結果を次項２．２に示します。 

 

表 ２-２ 初期中期行動計画（Ｈ１６～Ｈ２０）の具体的行動 

行動計画 施　策 具体的行動

①プロポーザル方式の現状把握と年次調査報告書の作成
②地方自治体へのプロポーザル普及提案
①建設コンサルタントの指名、選定基準の提案及び年次調
査報告書作成
②公募型入札制度に係る調査

1-3       適正な登録制度の確立 ・登録要件の検討と提案
①国内外の多様な選定方式事例と関係法令の整理
②価格のみによらない多様な選定方式の提案（公共調達ガ
イドライン（案））
①保険制度改善ニーズの把握と改善案の検討・具体化
②建設コンサルタント賠償責任保険制度の加入率増加
③契約約款改定に向けた検討

1-6       適正な再委託制度の確立 ・契約約款案の作成と提案
1-7       適正な発注ロットの確立 ・適正な発注ロットの確立

・ 成果品における著作財産権の帰属範囲について、過去の
検討内容からその検討を行い内容を整理する。
・標準契約約款の改定に向けて、今回設置された契約約款
研究会へ参加し、関係部会との連携を強化して検討を進め
る。

1-9       技術者の能力開発と活用 ・「ＣＰＤ制度の手引き（改訂版）」「実施要領（改訂版）」の作
成、協会ＨＰ等による周知
・建設系ＣＰＤ協議会との連携、ＣＰＤプログラムの充実
・建設コンサルタントの資格制度のあり方の提言と広報
・RCCM登録更新時における継続教育の活用方法の周知・
・他資格との連携、相互承認などの提案
・建設コンサルタント業務のコストと発注機関の標準歩掛かり
の乖離解消提案
・技術的特性、技術力に応じた建設コンサルタントのフィーの
提案

1-12    職業法制定の推進 ・業法もしくは職業法の提案
1-13    経営基盤安定・強化の支援 ・財務体質の強化、経営の安定化など計画的経営のための
1-14    技術開発支援 ・技術開発支援制度の検討にもとづく支援施策調査報告書

の作成
2-1       建設コンサルタントの役割の提
案

・現在の建設コンサルタントの領域における役割の明確化と
新たな役割の提案
・新たな領域における建設コンサルタントの役割の提案
・専門家集団としての建設コンサルタントの役割の提案
・ PFI､PPP領域における建設コンサルタントの役割の提案
・ PFI､PPP業務の契約制度、及び発注者支援制度等の提案
・ 事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催

・マネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案
・マネジメント領域におけるCM/PM関連技術の導入効果評
価の提案
・発注者支援、代行の推進
・マネジメント業務の契約制度等の提案
・マネジメント技術習得のためのセミナー開催

・職業倫理啓発の手引き発行
・説明会の開催
・職業倫理に関わるモニタリング、年次レポートの作成

3-2       倫理の堅持の支援 ・コンプライアンスの指導の強化（独占禁止法順守の強化）
4-1       社会資本整備のあり方の提言 ・提言素案の作成

①海外を含めた災害時の技術者応援
②ボランティア活動への参画
③学校教育への参画、支援
④フォーラムへの参画、委員会への委員派遣
⑤著作物（会誌等）の充実
⑥協会HPの改善

行動計画－４
専門家集団としての社会貢
献

4-2       社会貢献活動への参画

行動計画－３
倫理の堅持

3-1       倫理を促す協会制度の創設

1-11    適正な報酬体系の確立

2-2       マネジメント領域拡大の支援

行動計画－２
新しい領域を開拓し拡大す
るための行動

行動計画－１
優良な技術と知恵を提供す
るための行動

1-1       プロポーザル方式拡大の推進

1-2       適正な選定基準、選定過程の確
立

1-4       適正な選定制度の確立

1-8       適正な知的財産権の運用の推進

1-10    適正な資格制度の確立

1-5       適正な責任担保制度の確立

 

※「4-2 社会貢献活動への参画」は支部単位でも活動を実施（２．３で詳述）。 
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２.２ 初期中期行動計画の活動結果（委員会活動） 
委員会名：業務システム委員会 

 

施策 1-1 プロポーザル方式拡大の推進 
具体的行動 1-1① プロポーザル方式の現状把握と年次調査報告書の作成 
①本具体的行動のねら

い 
現在実施しているキャンペーン活動や個別のプロポーザル方式の拡大活

動、また法律改正や新規通達等によって、プロポーザル方式に関する各発注
機関の動向がどのように変化してきているのかを、定期的に実施される 5 団
体のアンケート調査結果をもとに経年的に整理・分析を積み重ねることによ
って、把握に努める。加えて、この分析の結果をもって次年度のキャンペー
ン活動等拡大活動の方針策定に活用する。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
アンケート調査結果に基づく年次報告書の作成 
・会員企業のプロポーザル方式への参加・受注状況、問題点の把握 
・プロポーザル作成にかかる費用とその経年変化 
・国、地方自治体のプロポーザル方式の発注状況と経年変化 

■ 目標値 
アンケート調査結果をもとに会員企業のプロポーザル方式による受注状況
と問題点を経年的に整理・分析し、この分析結果をもってキャンペーン活
動等拡大活動の方針策定に活用する。 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
アンケート調査実施      

年次報告書作成      

ＨＰへの掲載      

建設コンサルタント白

書への反映 
     

④５か年の活動成果 アンケート調査の実施及び年次報告書の作成（H16～H20） 
建設コンサルタンツ協会ＨＰへの掲載（H18～H20） 
建設コンサルタンツ白書への反映（H17～H20） 
平成 17 年度の建設コンサルタント白書のプロポーザル方式の更なる活用

の中で始めてアンケート結果から得られた問題点を掲載した。 
翌 18 年度からは内容を充実させ経年変化を整理・分析した資料を掲載し

て、プロポーザルの拡大活動の方針策定に活用できる資料とした。 
・H17 2-2-2 プロポーザル方式の更なる活用に反映 
・H18 2-2-1（2）プロポーザル方式の更なる活用と基礎データ編 4－5－7
に反映 

・H19、H20 2-2-1（2）プロポーザル方式の更なる活用と参考資料編 参
考 4 に反映 

⑤目標の達成度 達成度 100％ 
（アンケート調査の実施、報告書の作成においては、目標を 100％達成した。
またキャンペーン活動等のプロポーザル方式の拡大活動にも方針策定にも活
用することができた。） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
プロポーザル方式に関する各発注機関の動向と会員企業の意識を把握するこ
とは重要であり、かつ継続的に整理・分析を積み重ねる必要がある。 

⑦新たな施策、行動計

画の提案 
平成 19 年度から試行されている総合評価落札方式に関しても同様の調査が
必要であり平成 20 年度委員会内での調査を実施。平成 21 年度から協会員を
対象とした調査を計画 

⑧担当委員会 業務システム委員会、選定契約専門委員会（専門委員会も記載） 
⑨共同他委員会  
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委員会名：業務システム委員会 

 

施策 1-1 プロポーザル方式拡大の推進 
具体的行動 1-1②地方自治体へのプロポーザル普及提案 
①本具体的行動のねら

い 
地方自治体では国土交通省に比べてプロポーザル方式の導入がほとんど進

んでいない。このため、プロポーザル方式による建設コンサルタント選定の

必要性やメリットをアピールしていくとともに、導入を容易にするための支

援方法を提案する。主として、支部との連携による普及活動の具体提案、及

びフォローアップを行う。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
・支部での地方自治体へのプロポーザル普及活動状況及び導入状況 

■ 目標値 
・5 年後には全支部でのセミナー等プロポーザル普及活動の定着 
・５年後の都道府県と政令指定都市でのプロポーザル方式導入 100％とす

る。 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
支部への活動提案      

支部普及活動調査      
支部による自治体のプ

ロポ実態調査 
     

自治体プロポ実例調査      
自治体の契約制度調査      
④５か年の活動成果 ・各支部への既存資料を活用した普及方策の提案を実施 

・各支部のプロポーザル方式拡大への活動状況のモニタリング、フォローア

ップを実施。フォローアップ報告書作成（平成 19 年 5 月）。 
・平成 18 年度から支部を通じて自治体のプロポーザル実施状況把握、結果を

取りまとめ支部にフィードバック、支部は意見交換会に活用 
・平成 19 年度に各自治体のプロポの実例を収集し、書式等を整理・分析、自

治体のプロポーザル普及提案の資料として報告書作成（平成 20 年 6 月）。

・平成 20 年度から自治体の指名基準、入札契約方式、成績評定、優良業務表

彰等の現状把握のためプロポ実態調査と同時に支部に依頼し、結果を取り

まとめ支部にフィードバック。 
⑤目標の達成度 達成度 70％ 

支部への活動提案、活動状況のモニタリング、フォローアップ。自治体プ

ロポのアンケート調査の実施、報告書の作成、支部へのフィードバックにお

いては、目標を 100％達成したが、自治体へのプロポーザルの目標を達成す

ることはできなかった。都道府県 70%、政令市 50%。 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
（自治体へのプロポーザル普及は協会の重点課題であり、支部との連携をと

りながらの活動は特に重要である。また自治体の契約制度や表彰制度も継続

的にモニタリングし、支部を通じての改善活動を通ける必要がある。） 
⑦新たな施策、行動計

画の提案 
 

⑧担当委員会 業務システム委員会、選定契約専門委員会（専門委員会も記載） 
⑨共同他委員会  
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委員会名：業務システム委員会 

 

施策 1-2 適正な選定基準、選定過程の確立 
具体的行動 1-2①建設コンサルタントの指名、特定基準の提案及び年次調査報告書の作成

①本具体的行動のねら

い 
現在、指名競争における競争参加者の指名過程が不透明であることや、プ

ロポーザル方式を含む随意契約の特定に至る過程での選定条件の設定によっ

ては著しく競争機会が制限される場合があることが指摘されている。このた

め、恣意性を排除した公平な指名や選定の運用が望まれる。また、国民の目

から見ても解り易くする必要があるため、公平で透明性を確保できる指名、

選定基準案を提案していく。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
指名・選定基準（案）、業務評価方法の基準案作成の進捗率（％表示） 

■ 目標値 
平成 18 年度までに指名・選定基準（案）、業務評価方法(案)を取りまとめ提

案活動を開始し、5 年後にはコンサルタントを対象とした基準の作成

100％。 
③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
指名・選定基準、業務評

価制度の実態調査 
     

指名・選定基準の提案      
既存ＤＢの活用提案      
リーフレットの作成      
HP への掲載      
      
5 か年の活動成果 ・自治体の指名基準の有無、公表、内容に関する把握を実施 

・適切と考えられる指名基準、選定基準の例示 
・TECRIS 等、データベースの活用提案 
・段階的に選定基準整備のリーフレット作成、提案 
・報告書及びリーフレットのHP 掲載 

⑤目標の達成度 達成度 60％ 
（自治体の指名・選定基準の現状を整理・分析の上、指名・選定の基準案を

作成し、リーフレットにして支部を通じた普及活動を行ったが、自治体の指

名・選定基準の整備は進まなかった。） 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
自治体の選定･契約制度が多様化しており、継続的に選定･契約制度の実態

を把握し、支部を通じた改善活動を実施する。1-2①と 1-2②を統合する。 
⑦新たな施策、行動計画

の提案 
地方自治体の選定･契約制度の実態調査 

⑧担当委員会 業務システム委員会、選定契約専門委員会（専門委員会も記載） 
⑨共同他委員会  
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委員会名：業務システム委員会 

 
 

施策 1-2 適正な選定基準、選定過程の確立 
具体的行動 1-2-② 公募型入札制度に係る調査 
①本具体的行動のねら

い 
公募型入札制度は、指名型入札制度で問題視されていた指名基準の不明

確さ、指名についての説明責任について課題、さらに談合との関連を解消

するために昨年度から関東地方整備局で積極的に採用され、地方自治体で

も導入が増えてきている。 公募型入札制度の採用で危惧される点は、品

確法との関連であり、特に価格競争である競争入札方式においてどのよう

に技術力が担保されているかが注目すべき点と考えている。 
よって今回の調査では、公募型入札制度が導入されている現状で競争入

札方式においてどのような方法で品確法が遵守されているかについて調

査し、そこにどのような課題があるかを明らかにし、今後の選定基準案の

提案に反映させる。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
・アンケート調査による地方自治体の公募型入札の実態調査報告書作成 
■ 目標値 
・平成 19 年度調査結果とりまとめ 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
地方自治体の公募型入

札の実態調査 
     

報告書作成      
5 か年の活動成果 ・平成 19 年度に地方自治体の公募型入札制度の実態を調査 

・平成 20 年度報告書作成 
⑤目標の達成度 達成度 100％ 

（自治体の公募型入札制度の現状を整理・分析の上、報告書を作成した。平

成 20 年度からは支部によるプロポ実態調査に公募型入札制度調査も含め、選

定･契約制度全般の現況把握に努めることとした。） 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
自治体の選定･契約制度が多様化しており、継続的に選定･契約制度の実態

を把握し、支部を通じた改善活動を実施する。1-2①と 1-2②を統合する。 
⑦新たな施策、行動計画

の提案 
地方自治体の選定･契約制度の実態調査 

⑧担当委員会 業務システム委員会、選定契約専門委員会（専門委員会も記載） 
⑨共同他委員会  
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委員会名：企画委員会 

 

施策 １-３  施策名：適正な登録制度の確立 
具体的行動 登録要件の検討と提案 
①本具体的行動のねら

い 
企業の選定のために有効に機能する登録制度とするために、課題点を抽出

し検討を行い、具体的要件等の提案を行う。 
 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
①既存の検討内容をまとめる 
②登録制度案を提案する 
■ 目標値 
①平成 17 年度に既存の検討報告書を作成する 
②平成 18 年度に一次検討案を提出し、上部委員会の意見を募る 
  平成 19 年度に指摘事項を踏まえ最終検討報告を行う 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
既存検討報告      
一次検討案の報告      

常任委員会からの指摘

事項の検討 
     

最終検討報告      
④５か年の活動成果 ・過去に行った登録制度の検討（平成 3 年～11 年にかけて 4 回）を取りまと

め検討報告書として作成した。（平成 17 年 12 月） 
・一次検討報告書を取りまとめ企画部会に報告（平成 18 年 10 月） 
・常任委員会からの指摘事項の検討を踏まえ、最終報告書を作成 
  （平成 19 年 10 月） 
 

⑤目標の達成度 達成度 98％ 
  最終検討報告書への最終承認が取れていない状態を考慮し、98％とした。

 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
  国交省において、平成 20 年度より登録制度の見直しが開始され、今後協会

にも、検討事項の指示があることと考えられることから、継続を判断した。

 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
  上記したように、国交省で進められている検討によって、新たに発生する

検討項目に対応する。 
 
 

⑧担当委員会 企画委員会 登録制度専門委員会 
 

⑨共同他委員会 技術委員会 
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委員会名：選定制度委員会 

施策 1-4  施策名：適正な選定制度の確立 
具体的行動 1－4① 国内外の多様な選定方式事例と関係法令の整理 
①本具体的行動のねら

い 
コンサルタント業務に係わる選定方式は、従来価格競争入札方式（CBS）

とQBS 方式としてのプロポーザル方式があった。近年、その中間とも言うべ
き技術と価格の双方を考えるQCBS 方式が増えつつある。国内外の実施事例
の調査と整理を通じて、その功罪について把握するとともに、背景となる法
令についても整理する。

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標
 実態把握とそれに基づく対外アピール文書の作成 
■ 目標値 
 実態把握；国土交通省とそれ以外の諸々の機関の動向 
 対外アピール文書；ルールに対するもの及び運用状況に関するもの 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20
A.継続的随時調査  

B. 関係法令等収集  

C. QCBS方式整理  

  

④５か年の活動成果 A. 継続的随時調査 
国土交通省中心、且つ総合評価落札方式(QCBS 方式)を主体に広く調査した。

①国全体、②国交省関連では小澤懇談会関係及びそれ以前の各地方整備局の動
向、③国交省以外では地方自治体など(建設関係)や経産省や環境省等々である。
海外についてはH16 年度末にAJCE と当協会の協働により実施された、海外
でのコンサルタントの選定に係わる調査などによった。 
B. 関係法令等収集 
 法律レベルでは国交省以外も含めて全ての公共工事に係わる法律として
「公共工事の品質確保の促進に関する法律」(H17.4)をはじめ、環境配慮型プ
ロポーザル方式を謳う環境省｢環境配慮契約法｣について把握した。ガイドラ
インレベルでは小澤懇談会を舞台に審議された「建設コンサルタント業務等
におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン(暫定
版案)」(H20.9 事務連絡)及び同ガイドラインに基づく｢標準ガイドライン｣
(H20.11 官房長通達)のほか、幾つかの地方自治体の要領等や経産省の「ガイ
ドブック」を収集把握した。  
C. QCBS 方式ルール及び事例整理  
 ①ルール；上記小沢懇談会「運用ガイドライン(暫定版案)」と当委員会作成
のガイドラインとの対比表や、地方自治体(三重県＆長野県)の実施方法の比較
表を作成して各々相当の差異があることを把握した。 
 ②事例整理；国交省分についてはH17 年度１例及び 19 年度 20 数例の試行
結果及びH20年度本格運用結果について公開データに基づき整理・吟味した。
その結果多くの事例で技術点上位のものが落札するという結果になっている
ものの、その落札額は調査基準価格に近接しており、落札率で価格競争方式
のそれと僅かの相違しかない等の問題点を認識した。その他、一部の地方自
治体や道路会社についても実態を把握した。 
国交省の関係については以上の整理を踏まえて、ガイドラインについての

協会としての意見や運用状況に関するアピールメモの案を取り纏めている。

⑤目標の達成度 達成度 90％ 
動向や実態の把握については概ね対応できたと考える。その取り纏めにお

いて十全の形となっていない点がマイナス要素と考える。 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
 特に総合評価落札方式については、その適用業務の関係ではプロポーザル
方式の関係も含めて注意していく必要があり、又具体の評価方法についても
その改善に向けて注目していく必要がある。

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
国及び地方自治体等における、総合評価落札方式を中心とした実態把握を行
う。 

⑧担当委員会 技術部会業務システム委員会(選定・契約専門委員会)
尚、企画部会の当委員会は平成 20 年度をもって終了の予定である。 

⑨共同他委員会 
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委員会名：選定制度委員会 

 

施策 1-4  施策名 適正な選定制度の確立

具体的行動 1－4② 価格のみによらない多様な選定方式の提案
（公共調達ガイドライン（案））

①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタント業務の実施者の選定において、価格のみによる選定

(CBS)方式は基本的に馴染まないが、技術力のみによる選定(QBS)方式である
プロポーザル方式のみで対応するには若干の異論も想定され、その中間の方
法である価格と技術を総合的に評価する(QCBS)方式は H17.4 の品確法の施
行とも併せて、従来の価格競争方式に代わる方法として有力と考えられるに
到った。これらの契約者の選定に係わる３つの方式が如何に適用されるのが
妥当かを、競争参加者の選定に係わる方法と併せて明らかにすると共に、特
に新たな方式であるQCBS方式について関係する者にとって最も適切な方法
が如何なるものであるかを明らかにする。

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標
提案文書の取りまとめ、その公式化及び対外アピール、更にはその実態的
普及状況 

■ 目標値 
提案文書の取りまとめ、その公式化及び対外アピール 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20
D.全般調達の基本  

E.QCBS方式 
 ガイドライン 

 

F.他団体との協働による

対外アピール 
 

  

④５か年の活動成果 
D. 全般調達／選定契約の基本（あり方）のとりまとめ 
業務調達／選定契約の基本的考え方、競争参加者の選定方法、契約者の特定

方法及び十全な選定契約のプロセスとするための方策について「建設コンサル
タント業務の選定・契約のあり方」として取り纏めた。 
E. QCBS 方式ガイドライン 

QBS，CBS 方式も含めた適用業務の考え方とQCBS 方式の場合の具体の
方法について「建設コンサルタント業務における総合評価落札方式のガイド
ライン(案)」として取り纏めた。 
上記両文書は常任理事回の了解を得て、協会HP にアップすると共に支部

に案内した。 
F. 他団体との協働による対外アピール 
品確法の施行を受けて JIA（日本建築家協会）等との協働によりその実効

ある運用に向けての８つの提言を含むリーフレット「設計・コンサルタント
業務における真の品質確保へ向けて」を作成し関係各方面にアピールした。
又、選定に係わる立法化の検討を行うとともに、対外アピール文書「設計・
コンサルタント業務における真の品質確保へ向けて着実な前進のために」を
作成し開示した。 

⑤目標の達成度 達成度 80％ 
D&E に係わる両文書を公式化できず、従って公式的な対外アピールが十分な
形で出来なかった。

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
プロポーザル方式とは別途の総合評価落札方式の適切な姿(適用と方法)に向
けて活動する必要がある。

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
国及び地方自治体等における総合評価落札方式の適用及び方法に係わる実態
把握を踏まえた改善提案を行う。 

⑧担当委員会 技術部会業務システム委員会(選定・契約専門委員会)  
尚、企画部会の本委員会は平成 20 年度をもって終了する予定。 

⑨共同他委員会 
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委員会名：総務委員会 

 
 

施策 1-5 適正な責任担保制度の確立 
具体的行動 1-5 ① 保険制度改善ニーズの把握と改善案の検討・具体化 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタント賠償責任保険制度が導入され 10 年以上が経過し、建設

コンサルタントの業務内容および取り巻く環境が当初から変化しており、保

険制度へのニーズも変化してきている。 
これを受けて、保険制度代理店アールアンドセキュリティー社と定期的に

情報交換を行い、現場からの保険制度改善ニーズを的確に把握するとともに、

共同して改善案を検討、具体化を推進することにより、加入者にとって魅力

ある保険制度を提供し続け、さらに加入者の増加、保険制度の普及を図る。

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

・アールアンドセキュリティー社との意見交換実施 
・保険制度の改善案の検討、提案、導入 

■ 目標値 
・アールアンドセキュリティー社との意見交換を毎月実施する。 
・改善要望を受け、あるいは改善ニーズを抽出した後は改善案を検討、提

案し、円滑な導入を行う。 
③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
既存保険制度の理解      
R&D 社との情報交換      

改善案の提案、具体化      
      
④５か年の活動成果 －アールアンドセキュリティー社との意見交換の毎月実施による、 

保険会社、建設コンサルタント双方のニーズの的確な把握、 
ならびに改善検討から提案に要する期間の短縮 

－保険料の事故割増制度導入（H19.4 月）による保険収支の改善 
－第三者賠償補償制度導入（H20.10 月）による新たなニーズに対応したサ

ービスの拡充 
⑤目標の達成度 達成度 80％ 

（保険代理店とのコミュニケーションが密になり、保険制度改善への対応が

円滑になったことにより、保険制度導入以来の具体的な制度改善が行われた。

ただし協会脱会者の増加もあり、保険制度加入社の増加には至っていない。）

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
今後ともアールアンドセキュリティー社との意見交換を継続し、事業環境の

変化に伴うニーズの変化に的確、迅速に対応する体制を整えながら、保険制

度を維持、普及させ、建設コンサルタントの運営の安定を図る必要がある。

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
建設コンサルタント業務の多様化に対応できるよう、保険てん補対象業務の

見直しへの検討に着手する。 
⑧担当委員会 総務委員会 
⑨共同他委員会 契約のあり方専門委員会 
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委員会名：総務委員会 

 
 

施策 1-5 適正な責任担保制度の確立 
具体的行動 1-5 ② 建設コンサルタント賠償責任保険制度の加入率増加 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタント賠償責任保険制度の加入会社数は、制度発足後から大

きく変わっていない一方で、発注者がコンサルタントの成果物に瑕疵があれ

ば損害賠償を求めるという姿勢がますます強まっており、保険金請求事例数、

金額とも毎年増加する傾向である。 

これを受け、協会のイベントを捉えて、未加入会社に保険加入が求められ

ている背景とメリットを認識してもらい、保険加入を促進し、会員会社の経

営の安定化を図る。それとともに、加入会社の増加により悪化しつつある保

険収支に対して改善を図り、保険制度の運営の安定化とともに新たなサービ

ス拡充のための基盤を築く。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

・賠償責任保険制度への加入会社の増加 
■ 目標値 

・加入率の現状（約 40％）からの大幅増加（75％）を目標とする。 
③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
加入増の取組み検討      
加入増の取組み実施      
      
④５か年の活動成果 －北海道支部での賠償責任保険の説明会開催（H20.2 月）と、開催を通じた

新規保険加入 2 社 
－東北支部（H21.2 月）および関東支部（H21.3 月）での賠償責任保険／第

三者賠償保険の説明会開催 
－第三者賠償保険についてはH20.10 月に募集され、現在 26 社が加入、保険

制度開始に必要な規模を確保したうえで、スタートした。 
－説明会が、既に加入している会社にとって保険制度を改めて理解し、活用

を検討する有意義な機会となっている。 
－説明会の中で保険支払事故内容の事例が紹介され、瑕疵予防対策の参考と

して役立っている。 
⑤目標の達成度 達成度 40％ 

（加入会社増加の取組みの検討が開始されたのが平成 19 年度であるため、全

国の支部への展開がまだ完了していない。説明会の開催を通じて新規加入も

見られたが、加入率の目立った増加結果は得られていない。しかしながら、

説明会開催によって会員企業の保険制度に対する認知は進んでいると判断す

る。） 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
これまでの地方支部での説明会では参加各社の関心の高さが窺われ、今後も

未加入会社だけでなく既加入会社の保険制度の理解を進める意味で、全支部

での開催を実施すべきと考える。 
⑦新たな具体的行動計

画の提案 
契約約款の見直しの機会に合わせ、保険制度の加入義務化に関する検討を行

う。 
⑧担当委員会 総務委員会 
⑨共同他委員会 契約のあり方研究会 



２．初期中期行動計画の活動結果 
 

-15- 

委員会名：総務委員会 

 

施策 1-5 適正な責任担保制度の確立 
具体的行動 1-5 ③ 契約約款改定に向けた検討 
①本具体的行動のねら

い 
「契約約款研究会」（特別委員会）、その後を引き継いだ「契約のあり方専

門委員会」と連携しながら、契約約款改定作業を進めることにより、新しい

契約約款の趣旨に沿った保険制度の改定を円滑に進める。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

・契約約款改定作業の進捗状況 
■ 目標値 

・契約約款改定案とともに実現化シナリオの策定 
③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
現契約約款の理解      
現契約約款に関するア

ンケート調査 
     

契約約款改定案検討      
      
④５か年の活動成果 －大森弁護士による契約約款講習会への参加（H17.12 月、H19.11 月） 

－「契約約款研究会」における現契約約款に関する会員各社へのアンケート

案の検討、ならびに回答結果分析 
－「契約約款研究会」における瑕疵担保WG に参加し、担当部分について契

約約款改定案を検討 
－「契約のあり方専門委員会」との契約約款改定案の骨格の取扱いに関する

情報収集 
⑤目標の達成度 達成度 50％ 

（「契約約款研究会」の活動によって契約約款改定案の骨格は定まったが、そ

の協会内での取扱いならびに実現化に向けてのシナリオ策定には至っていな

い。） 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
契約約款改定案の骨格に関して協会内での取扱いが決定されるまでは、「契約

のあり方専門委員会」での検討の進捗を「総務委員会」では適時確認するも

のの、具体的活動は休止すべきと考える。 
⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 

⑧担当委員会 総務委員会 
⑨共同他委員会 契約のあり方専門委員会 
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委員会名：企画委員会 

 

施策 1-6 施策名：適正な再委託制度の確立 
具体的行動 約款改定案の作成と提案 
①本具体的行動のね

らい 
標準契約約款では主たる部分、指定された部分の再委託を禁止している。しか

し、多様な技術分野、複合業務などではこの禁止条項が良質な成果品提供にはそ
ぐわない面もあるとの課題がある。これとは別に、再委託の承諾行為が必ずしも
十分に機能していない現実もある。 
再委託の現状と課題を明らかにして約款改定を視野に検討を行う。 

②モニタリング指標

および目標値 
■ モニタリング指標 

・実態の把握のためのアンケ－ト調査 
・約款改定案の検討と作成 
・広く契約に関する啓発活動 

■ 目標値 
中期行動計画で約款に関わる活動を行っている総務委員会等と共同で研究
会を立ち上げ、専門家のアドバイスを受ける中で約款改定案の作成を行う。
また、契約に関する講習会を開催する。 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
研究会/幹事会      

ｱﾝｹ-ﾄ調査/まとめ      

約款改定案の作成      

講習会の開催      ▽  ▽  

④５か年の活動成果 契約約款研究会；平成 17 年半ばに中期行動計画のうち（1-5 責任担保制度、1-8
知的財産権；著作権）を担当の総務委員会並びにインフラ研と合同で研究会を
立ち上げた。その後、約款に関する事項の検討を継続的に実施し、この間研究
会を８回、幹事会/WG を 20 数回開催、弁護士への相談と指導を７回受けるな
どした。 

アンケ－ト調査；会員各企業を対象とした契約全般に関する広範な調査とは別
に、再委託等重要３課題に関する現場実務者を対象とする詳細な調査を技術委
員会の一部専門委員会からの協力を得て実施。 

約款改定案の作成；研究会活動の中でアンケ－ト調査結果（報告書は平成 19 年
3 月に協会会員コーナーで公開）を踏まえつつ改定案を検討・作成した。これ
を協会上部機関へ説明しH20 の秋に報告書として提出。 

講習会；大森弁護士を講師に迎え H17、H19 の２回開催。契約の重要性、建設
ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに関わる契約の課題などを受講。研究会の活動を報告。 

⑤目標の達成度 達成度 100 ％ 
 （最終年度に約款の改定案を作成し提出できた。この検討の過程で 
  アンケ－ト調査実施により実態の把握を図ることができた。また、 
  講習会開催により契約に関わる広範な情報入手と啓発ができた。） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
 標準約款の課題抽出と改定案の作成までは達成できたが、これの熟度を高める
中で具体的な改定へ向けてのアプロ－チは今後の課題であり、継続が必要。 

⑦新たな具体的行動

計画の提案 
企画委員会の下に、前)標準約款専門委員会を改組拡充して、契約のあり方専

門委員会がH20 秋に新たに発足した。 
再委託に関しては随意契約業務でのいわゆる１/３条項の制定など新たな課題

が発生しており、この新専門委員会を軸に約款に関する検討を継続的に行う。 
⑧担当委員会 企画部会 企画委員会 契約のあり方専門委員会 
⑨共同他委員会 総務委員会およびインフラストラクチャ－研究所 
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委員会名：業務システム委員会 

 

施策１－７ 適正な発注ロットの確立 
具体的行動 1-7-① 適正な発注ロットの確立 
①本具体的行動のねら

い 
社会資本整備においては、確実に「コストの縮減」や「品質の向上」を図

ることができるよう、事業の目的や内容、進め方を含めた抜本的見直しが求

められている。こうした中、事業執行における国民とのコミュニケーション

や、国民への説明責任に対する発注者の役割が拡大し、専門家集団としての

建設コンサルタントの役割は一層高まりつつある。 
一方、現在の業務委託の発注ロットは、工区・工種区分などの空間軸での

細分化はもとより、調査・計画・設計・管理などの時間軸での事業プロセス

でも細分化されており、専門家集団としての十分な付加価値を提供し難い状

況にある。 
したがって、コンサルタントが事業を俯瞰して全体像を把握し、その最適

化を技術的に図ることができるような「適正な規模の発注ロットの確保」を

提案する。 

本施策は、建設コンサルタントの優秀な技術力と知恵が、低コストで国民

に提供可能となる発注ロットの適正化が実施されることをねらいとする。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
会計法等、適正な発注ロットの支障となる背景を確認するとともに不適正な

発注ロットによる事例および複合的な業務の事例、１件あたりの契約金額、

工期等を調査し、年次報告書としてとりまとめる。 
■ 目標値 
・複合的（工区・工種、技術領域、事業プロセス等の統合）業務の発注件数

３倍 
・不適切な発注ロットの件数半減 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
      

      

      

④５か年の活動成果 ・19 年度で報告書作成完了（HP 掲載済み） 
 

⑤目標の達成度 達成度 １００％ 
アンケートによる十分な事例収集により、あるべき発注ロットの姿について

提案し、報告書としてまとめることが出来た。当初の目的は達成したと判断

する。 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
特になし。 
 
 

⑧担当委員会 業務システム委員会 業務形成・実施専門委員会 
⑨共同他委員会 なし 

会計法等背景調査

事例収集・整理 

適正な発注ロット、工期の提
案
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委員会名：総務委員会 

 

施策 1–8 適正な知的財産権の運用の促進 
具体的行動 1. 成果品における著作財産権の帰属範囲について、過去の検討内容か

らその検討を行い内容を整理する。 
2. 標準契約約款の改定に向けて、今回設置された契約約款研究会へ参

加し、関係部会との連携を強化して検討を進める。 

①本具体的行動のねら

い 
・知的財産権に関る責任と権利を明確にし、その運用を規定している標準契
約約款を改定するとともに著作者人格権が尊重される仕組みを構築する。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
1.知的財産権に関る契約規程(標準契約約款、共通仕様書等)の改定 
2.成果品や構造物への設計者の表示比率向上 
■ 目標値 
アンケート調査結果をもとに会員企業の標準契約約款に対する問題点を抽
出、整理・分析し、この分析結果と過去の検討結果をもって標準契約約款改
定に向けた方針策定に活用する。 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
過去の検討内容調査      

研究会での課題検討 

アンケート実施まとめ 
     

講習会の実施      ▽  ▽  

委員会WGでの個別検討 

約款改定案のまとめ 
     

④５か年の活動成果 1)契約約款研究会；平成 17 年、中期行動計画のうち（1-6 適正な再委託制度
の確立）を担当している企画委員会標準約款専門委員会並びにインフラ研
と合同で研究会を立ち上げた。約款に関する事項の検討を継続的に実施し、
この間研究会を８回、幹事会/WG を 20 数回開催、顧問の大森弁護士への
相談と指導を７回受けるなど。 

2)アンケ－ト調査；会員各企業を対象とした契約全般に関する広範な調査を
H18 年に実施。 

3)約款改定案の作成；研究会活動の中でアンケ－ト調査結果を踏まえつつ改
定案を検討・作成した。これを協会上部機関へ説明し、H20 の秋に報告書
として提出。 

4)講習会；大森弁護士を講師に迎えH17、H19 の２回開催。契約の重要性、
建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄに関わる契約の課題などを受講。研究会の活動を報告 

⑤目標の達成度 達成度 80％ 
標準約款の改定案を作成し提出できた。この検討の過程でアンケ－ト調査実
施により実態の把握を図ることができた。 
成果品や構造物への設計者の表示に関しての調査、検討は手付かずであった。

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
・知的財産権に関する調査、法的検討、建コン業務への対応、約款への反映
は大森弁護士からも評価していただいた。 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
・標準約款の具体的交渉案を作成し、教会内の統一、国交省との交渉を具体
的に進めていく。 
 

⑧担当委員会 企画委員会、契約のあり方専門委員会 
⑨共同他委員会 総務委員会 
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委員会名：ＣＰＤ委員会 

 

施策 1-9  技術者の能力開発と活用 
具体的行動 ・「ＣＰＤ制度の手引き（改訂版）」「実施要領（改訂版）」の作成、協会ＨＰ等

による周知 
・建設系ＣＰＤ協議会との連携、ＣＰＤプログラムの充実 

①本具体的行動のねらい 建設コンサルタント技術者の素養及び技術力向上の支援、関連学協会との連

携によるＣＰＤ制度の定着、協会の資格制度（ＲＣＣＭ）の支援としてのＣＰ

Ｄプログラムの検討・充実等を図り、建設コンサルタント技術の向上への支援

を狙いとする。 
②モニタリング指標およ

び目標値 
■ モニタリング指標 

ＣＰＤ制度の定着を図る事を目的に以下を指標とする。 
・ＣＰＤ登録者数 
・ＣＰＤ登録者数（ＲＣＣＭ） 
・ＣＰＤプログラム数 

■ 目標値 
ＣＰＤ登録者数  ：具体数が未知な為、前年を上回る事を目標 
ＣＰＤ登録者数（ＲＣＣＭ）：同上 
ＣＰＤプログラム数   ：同上 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
「手引き」「実施要領」「Ｑ

＆Ａ」「記入例」等の補足・

改定 

     

ＣＰＤ技術者登録受付      

ＣＰＤ記録の登録受付      
ＣＰＤプログラムの認定      
④５か年の活動成果 ①ＣＰＤ委員会・ＣＰＤ制度の創設（Ｈ１６．１１、Ｈ１７．４） 

②ＣＰＤ制度の手引き・実施要領の作成・充実（Ｈ１７．４、Ｈ１９．１１）

③建設系ＣＰＤ協議会との協同（連携システムの構築、ＣＰＤ活動の啓蒙（Ｈ

１９・２０年度建設系ＣＰＤ協議会シンポジウムで本協会のＣＰＤシステム

を紹介）） 
④ＣＰＤシステム整備と充実（Ｗｅｂ上からのＣＰＤ会員申し込み・ＣＰＤ記

録登録） 
⑤ＣＰＤプログラムの審査と登録 
⑥ＣＰＤ制度の信頼性向上のためのＣＰＤ記録の監査の開始 

⑤目標の達成度 達成度 １００％      Ｈ１７年度  Ｈ２０年度（１月末現在） 
ＣＰＤ登録者数（全数）：  ３，３６３名 ２０，２２８名 
ＣＰＤ登録者数（ＲＣＣＭ）：１，１３０名 １１，８５８名 

 ＣＰＤプログラム数：    １１６件    ５１６件 
⑥本具体的行動の継続・非

継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
ＣＰＤ制度の信頼性の向上と更なる定着化のために継続する。 
 

⑦新たな具体的行動計画

の提案 
・ＣＰＤ制度の信頼性の向上のため、「記録の監査」を追加する。 
・ＣＰＤ制度のさらなる認知度の向上のため協議会との連携を継続する。 
・ＣＰＤプログラムの充実のためその方策を検討する。 

⑧担当委員会 ＣＰＤ委員会、人材啓発専門委員会、ＣＰＤ情報収集・調整専門委員会 
⑨共同他委員会 ＲＣＣＭ資格制度委員会 
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委員会名：RCCM 資格制度委員会 

 

施策 1‐10 適正な資格制度の確立 
具体的行動 ・建設コンサルタントの資格制度のあり方の提言と広報 

・RCCM の登録更新時における継続教育の活用方法の周知・提言 
・他資格との連携、相互承認などの提案 

①本具体的行動のねら

い 
品質確保法の制定、公共調達改革や他の資格制度改革の動向などを視野に

入れて、多様化する役割に応じた建設コンサルタントの知見や技術を客観的
に担保するための資格制度を提案し、技術者の社会的地位の向上を図る。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

・RCCM 資格制度の充実 
・RCCM の登録者数 
・公共調達におけるRCCM の活用度 

■ 目標値 
 RCCM 資格制度の課題の抽出と改善により制度の充実を図り、RCCM の
登録者数の増加と、公共調達におけるRCCM 資格の確立を目標とする。 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
資格制度の充実      

CPD の活用      

CD－ROM 教材作成      

他資格との連携      

④５か年の活動成果 RCCM 資格制度の活用と課題に関するアンケート調査（H18） 
 技術者資格として確立しており、発注者、特に都道府県で活用されている
ことが判明した 

資格制度の課題抽出と改訂の提案（H19～H20） 
そのうち、建設情報部門を新設（H20） 
RCCM 登録更新時におけるCPD 活用の制度化（H17～H18） 
CPD 単位取得の義務化の周知と、その前の試行の実施（H19～H20） 
本格的なCD－ROM 自主学習教材の制作開始（H16） 
CD－ROM 教材の改善課題検討のアンケート調査（H16） 
建設一般分野の更新、21 の専門技術部門の制作など CD－ROM 教材の充実
（H17～H20） 

建設コンサルタント白書への反映（H17～H20） 
⑤目標の達成度 達成度 80％ 

（RCCM 登録者数の年度内最大値は、H15 の 21,749 人が H20 では 26,054
人と 1.20 倍に増加し、CPD の活用やCD－ROM 教材の作成も行われたが、
制度改訂での提案は 4 点、実現は 1 点のみであり、他資格との連携は行われ
ていない。） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
公共調達において RCCM は技術者資格の地位を確立してきたが、更に課題
の改善を図り、制度を充実する必要がある。  

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
・社会の変化に対応した資格制度の見直し 
・試験実施に係る体制の整備 
・更新時のCPD 義務化に伴う問題の整理・充実 
・RCCM 資格制度の社会への広報 

⑧担当委員会 RCCM 資格制度委員会 （H16 は企画委員会） 
⑨共同他委員会 CPD 委員会、CALS/EC 委員会、技術委員会の各専門委員会、登録制度専門

委員会 
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委員会名：報酬積算体系特別委員会 

 

施策 1-11 施策名：適正な報酬体系の確立 
具体的行動 ・建設コンサルタント業務のコストと発注機関の標準歩掛かりの乖離解消提

案 
・技術的特性、技術力に応じた建設コンサルタントのフィーの提案 

①本具体的行動のねら

い 
打合せ、関係機関協議、照査、電子納品作成等の費用を適切に反映頂ける

よう標準歩掛かりの改訂を提案する。また、日額単価の設定方法、経費率・
諸経費率のあり方についても検討を行う。 
企業の技術的特性や技術力により評価され、知的生産者にふさわしいコン

サルタントフィーを提案する。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
検討結果に基づく年次報告書の作成（建設コンサルタント白書への反映）
・他業種の報酬、海外コンサルタントの報酬のあり方について調査 
・上流側業務のコスト調査 
・現行の報酬と実態の乖離状況について整理 
・既往業務の原価構造の分析・整理 
・打合せ回数、数量明記、設計変更のモニタリング（アンケート調査） 

■ 目標値 
調査結果、モニタリング結果等をもとに会員企業の現行の報酬・積算体系

に対する問題点を整理・分析し、この結果を以って “要望と提案”に活用す
る。 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
打合せ回数・数量明

記・設計変更のモニタ

リング 

     

上流側業務のコスト調

査 
     

建設コンサルタント白

書への反映 
     

④５か年の活動成果 ・建設コンサルタント白書への反映（H17～H20） 
・打合せ回数・数量明記・設計変更のモニタリング（H17～H20） 
・上流側業務のコスト調査（H19：技術部会にアンケート調査を実施） 
平成 17 年度の建設コンサルタント白書の中で、発注者の特記仕様書における
打合せ回数・数量明記・設計変更の実態との乖離状況について、はじめて掲
載した。翌 18 年度以降、同様のアンケート調査を継続し、改善の実態をモニ
タリングした。 

⑤目標の達成度 達成度 70％ 
（都度生じる課題に対応してきたが、本質的な面では達成不足） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
新たな設計体系とセットで意味をなしたものであり、単独では意義を失う。
周辺環境の大きな変化があり、見直しを要求する。 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 
 
 

⑧担当委員会 報酬積算体系特別委員会 
⑨共同他委員会 ・技術委員会・業務システム委員会・企画委員会・財務専門委員会 

 



２．初期中期行動計画の活動結果 
 

-22- 

委員会名：企画委員会 

 

施策 １-１２  施策名：職業法の推進 
具体的行動 業法もしくは職業法の提案 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタント業務の責任範囲とそれに対応する権限を法的に明

確に位置づけ、その業務を行うものの社会的地位を明確にするために、

職業法及び関連法案の検討、及び目的に適合する法案について提案する。

 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
①検討課題を抽出し、整理する 
②一次検討案を作成し、専門家との勉強会を行う 
③検討報告書を上部委員会に提案する 
④上部委員会からの指摘事項を再度検討し、最終報告とする 
■ 目標値 
①平成 17 年度に課題の抽出と整理を行う 
②平成 18 年度に一次検討案を作成し、専門家との勉強会を行う 
③平成 19 年度に検討報告を上部委員会に行う 
④平成 20 年度に指摘事項を再検討し最終報告書を作成する 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
課題の抽出と整理      

専門家との勉強会      
上部委員会への報告      
最終検討報告     未成 
④５か年の活動成果 ・目標値から検討工程が遅れており、企画委員会及び企画部会への報告がな

された段階である（平成 21 年 2 月） 
・上部委員会からの指摘事項への対応や、当初の計画内容である立法化の要

件・手順の検討のうち手順については未成である 
 

⑤目標の達成度 達成度 75％ 
  常任委員会への報告、その際の指摘事項への検討が未了であり、立法化の

手順についても未検討であることから、75％とした。 
 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
  上部委員会への報告および指摘事項への対応を行うとともに、国交省にお

いて、平成 20 年度より登録制度の見直しが開始され、それと関連して立法化

の検討を行うことの指示があることと考えられることから、継続を判断した。

 
⑦新たな具体的行動計

画の提案 
  上記したように、協会内での報告を進めるとともに、国交省で進められて

いる検討によって、新たに発生する検討項目に対応する。 
 
 

⑧担当委員会 企画委員会 登録制度専門委員会 
 

⑨共同他委員会 国際委員会・技術委員会 
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委員会名：経営委員会 

 

施策 1-13 施策名：経営基盤強化・安定の支援 

具体的行動 1-13-①財務体質の強化、経営の安定化など計画的経営のための支援 

①本具体的行

動のねらい 

近年、高度で専門的な技術力と豊富な経験を必要とする業務が増加し、建設コンサルタントの役割はま

すます重要になってきているが、年間の発注額は、平成8年度をピークに漸減する一方である。厳しい経

営環境の中で、各企業の経営努力にもかかわらず、経営が逼迫し破綻した企業も発生している。そのため、

適切な資源配分により財務体質を強化し、経営の安定・強化に取り組むことが会員各社共通の課題となっ

ており、協会としてそのための財務・経営分析、セミナーの開催を行う。 
②モニタリン

グ指標および

目標値の設定 

■モニタリング指標 
・収益性関連＝総売上高営業利益率 ・生産性関連＝総資本回転率 ・安全性関連＝総資本自己資本比率 
■目標値 
・総売上高営業利益率11%以上   ・総資本回転率1.5%以上  ・総資本自己資本比率40%以上 

③年次活動履

歴 

H16 年度 H17 年度 H18 年度 H19 年度 H20 年度 
 

 
 
 

    
 
 

 
④５か年の活

動成果 

（1）財務専門委員会 
会員企業の経営・財務分析及び説明会（H16～H20）、外形標準課税の試算（H16）、地方自治体への

納税額試算（H16）、経営分析システムの改善（機能強化他）（H16～H20）、建設コンサルタント標準

財務諸表（改訂版）発刊（H16）、建設コンサルタント計算書類等ハンドブック発刊及び説明会（H20）
（2）経営専門委員会 
・経営セミナーの実施：建設コンサルタントのリスクマネジメント(H16)、リスクマネジメントと品質確

保法(H17)、事業拡大（海外市場・PFI/PPP事業）(H18)、経営力の強化（総合化・専門化、連携）(H19)、

公共事業の必要性(H20) 

・アンケート実施： H16.10「リスクマネジメント」(H16)「経営セミナーのテーマ」(H19)年 

・規模や形態ごとの経営分析指標の検討(H20) 
⑤目標の達成

度 

達成度50％（当期間における市場環境は、公共事業費の縮減等厳しい状況で推移した結果、目標値である

指標の達成は総資本自己資本比率のみとなった。委員会としては、会員企業の経営のための支援として、

セミナーや経営・財務分析、説明開催のほか情報提供を継続的に実施してきました。） 

⑥本具体的行

動の継続・非

継続の判断 

A．継続する    B．継続しない   （いずれかに○） 
今後も財務体質の強化、経営の安定・強化は会員企業共通の課題でもあり、計画的経営のための支援と

して、有益な情報提供を継続的に実施していく必要がある。 

⑦新たな具体

的行動計画の

提案 

 会員企業の経営者や経理財務担当者が望む新たな情報の提供を計画する。（具体例：経営指標の解説、

建設コンサルタントの原価計算例の提示、会計基準のコンバージェンス情報と対応の解説等、経営セミ

ナー開催、経営指標の検討等） 

⑧担当委員会 経営委員会（財務専門委員会、経営専門委員会） 

⑨協同他委員

会 

 

セミナー・アンケートの実施

経営・財務分析、説明会開催 

建設コンサルタント標準財務諸表（H16.3）、計算書類等ハンドブック（H20.9）の発刊・説明会開催 

経営分析指標の検討 
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委員会名：技術委員会 

 

施策 1-14 技術開発支援 
具体的行動 1-14 技術開発支援制度の検討にもとづく支援施策調査報告書の作成 
①本具体的行動のねら

い 
第1次： 会員各社に対する技術開発の支援により技術の高度化を図ることを

通じて、社会に対し技術的な貢献を行いその活動をアピールする。 

第 2 次： 技術開発支援への会員ニーズを再度把握し、行政等の技術開発支援

制度を調査・整理して会員に有益な情報を提供する（企業環境の変化が著し

いため 18 年度末の常任理事会付議を経てスコープの見直しを行った）。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

第 1 次： WG 活動に基づく「技術開発支援制度提案書」の作成 
第 2 次：ヒアリング調査に基づく技術開発支援ニーズの明確化、地域会

員等に有益な既往の技術開発支援制度の調査と「技術開発支援施策調査

報告書」の作成 
■ 目標値 

第 1 次、第 2 次報告書の作成 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
第 1 次： 技術開発支援

制度、技術開発成果の活

用、技術顕彰制度創設の

検討 

     

第 2 次： 支部ヒアリン

グによるニーズ把握、行

政等における技術開発

支援制度の調査、調査報

告書作成 

     

④５か年の活動成果 □ 第 1 次（平成 16～18 年度）：「技術開発支援制度提案書（案）」 
□ 第 2 次（平成 19 年度）：「技術開発支援施策調査報告書」 
第 1 次は技術開発支援制度と技術顕彰制度から成る「技術開発支援制度提

案書（案）」を作成し、常任理事会に付議した。その結果、活用可能性等が課

題となった。 
これを受けて、第 2 次ではスコープを見直し、支部へのヒアリングを中心

としてニーズを把握したうえで、協会による技術開発支援よりも技術情報の

提供・交流が望まれていることを明らかにした。これをふまえ、地域会員等

にとって有益な資料とするため、省庁・自治体等による技術開発支援制度を

調査・レビューし、「技術開発支援施策調査報告書」としてとりまとめた。 
⑤目標の達成度 達成度 100％ 

（第 2 次のスコープ変更にともなう成果） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
（⑤の理由による） 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
－ 
 
 

⑧担当委員会 技術委員会 
⑨共同他委員会 適宜、常任委員会支部委員にヒアリング協力いただいた 

常任理事会に付議、 
スコープを見直し第

2次検討開始 
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委員会名：企画委員会 

 

施策 2-1  施策名：建設コンサルタントの役割の提案 
具体的行動 ・現在の建設コンサルタントの領域における役割の明確化と新たな役割の提案 

・新たな領域における建設コンサルタントの役割の提案 
・専門家集団としての建設コンサルタントの役割の提案 

①本具体的行動のねら

い 
近年、社会資本整備を取り巻く環境が少しずつ変化してきており、発注者が事業執

行において国民とのコミュニケーションや国民への説明責任を一層重視する姿勢を

明確にしてきたことから、専門家集団である建設コンサルタントの立場や役割も従来

以上にエンドユーザーである国民の視点や国益の観点にたって、技術力を発揮し、新

たな領域に積極的に挑戦する姿勢が求められている。このため、建設コンサルタント

は既存分野における自らの役割を再認識するとともに、新しい領域での役割を提示し

て、積極的にその役割と責任を果たす覚悟が必要である。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
・現在の建設コンサルタントの領域における役割の明確化と新たな役割の提案 

（指標１）-1 基本計画・概略設計・予備設計・詳細設計等における役割の整理と明確化 
     -2 設計施工一括発注方式において工事発注用設計と現場施工用設計に区分する新

たな体系の提案 
     -3 工事監理（設計監理を含む）の体系化、品確法の発注関係事務、ＤＢへの参画等）

（目標１） ・中間報告書をH17 年度末に取りまとめ 
      ・技術部会での検討結果を含めた報告書を18 年度末に取りまとめ     

・新たな領域における建設コンサルタントの役割の提案 
（指標２）情報・通信、エネルギー、教育などの周辺分野への展開 
（指標３）社会資本関連シンクタンク業務への展開 
（目標２、３） 各々の新たな業務をH18 年度まで各年度1件以上提案  

・専門家集団としての建設コンサルタントの役割の提案 
（指標４）三者構造におけるコンサルタントの役割の提案 
（目標４）報告書をH18年度末に取りまとめ 
（指標５）教育機関、NPO、NGO 等との連帯と役割分担の提案 
（目標５）新たな機関との連帯方策と役割分担のあり方をH18 年度まで各年度1 件以上提案

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
指標１      

指標２      
指標３      
指標４      
指標５      

④５か年の活動成果 ・指標１について技術部会との意見交換を行い、報告書に記載した。 
・指標２，３について、事例収集を行い、報告書に掲載した。  
・指標４、５について事例を中心に検討を行い、報告書に掲載した。 
（設計体系特別委員会は、平成 19 年 3 月に報告書を取りまとめ、活動を終了した。）

⑤目標の達成度 達成度 100％ 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 

⑧担当委員会 設計体系特別委員会（H16 年度～H18 年度）、企画委員会（H19 年度～） 
⑨共同他委員会 技術部会、報酬・積算体系特別委員会 
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委員会名：マネジメントシステム委員会 

 

施策 2-2① 施策名：マネジメント領域拡大の支援（ＰＦＩ） 
具体的行動 ・ PFI､PPP 領域における建設コンサルタントの役割の提案 

・ PFI､PPP 業務の契約制度、及び発注者支援制度等の提案 
・ 事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催 

①本具体的行動の 
ねらい 

今日、建設コンサルタントは、従来の調査、設計等の役割に加えて、プロ

ジェクトマネジメント（PM)領域、維持・修繕・管理運営領域、ソフト領域、

国際市場における PM 領域、PFI への対応など、社会資本整備における新た

な領域での様々な役割を担うことが期待されている。このため、協会は、マ

ネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案を行うとともに、

発注者支援制度の拡大、マネジメント業務の契約制度の整備、PFI への参画

などを行うことにより、マネジメント領域の市場の醸成を図っていくもので

ある。 
②モニタリング指標及

び目標値 
■ モニタリング指標 
PPP（PFI を含む）領域における業務量 ： 平成 20 年度のPPP 領域 に

おける業務量を平成 17 年度

の約２倍とする。 
■ 目標値 
この 5 年間で、PFI／PPP 市場は確実に拡大しているが、建設コンサルタ

ントの業務領域の拡大については、建築関連事業に比べ少ない。 
インフラを含む様々な事業領域において、PPP の実現と建設コンサルタン

トの業務領域の拡大を目標とする。 
目標値：インフラ PPP の実現と定着化 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
・各国のマネジメント業務の動

向調査 
     

・ PFI業務領域の拡大、 
ＰＰＰの検討 

     

・ 法制度などの課題と 
契約制度の提案 

     

・ 拡大領域業務の啓蒙と 
ガイドラインの検討 

     

④５か年の活動成果 ・PFI セミナーの実施（5 回：H.16~H.20） 
・マネジメントセミナーへの参加（5 回：H.16~H.20） 
・勉強会の開催（11 回：H.16~H.20） 
・アンケート調査の計画～実施（H.19～H.20） 

⑤目標の達成度 達成度 75％ 
会員向けのPFI セミナー全国で実施し、貴重な意見交換、広報活動を実施

できた。この 5 年間で PFI 等の実際の事業が増加し、制度、ガイドライン等

の検討を行うことが出来なかった。 
⑥本具体的行動の 
継続・非継続の判断 

Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
今後、ますます PPP の役割は増す。官民双方にとって魅力的な PPP を創

造するために、継続的に活動し業務領域を拡大する。 
⑦新たな具体的 

行動計画の提案 
事業領域の拡大を目指し、公共を対象とした事業展開も推進する。 
（アセットマネジメント／維持管理長期包括契約／講師派遣など） 

⑧担当委員会 ・ＰＦＩ専門委員会 
⑨共同他委員会 ・PＭ専門委員会 



２．初期中期行動計画の活動結果 
 

-27- 

委員会名：マネジメントシステム委員会 

 

施策２-２② マネジメント領域拡大の支援（ＣＭ/ＰＭ） 
具体的行動 ・マネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案 

・マネジメント領域におけるCM/PM 関連技術の導入効果評価の提案 
・発注者支援、代行の推進 
・マネジメント業務の契約制度等の提案 
・マネジメント技術習得のためのセミナー開催 

①本具体的行動のねら

い 
今日、建設コンサルタントは、従来の調査、設計等の役割に加えて、マネ

ジメント（CM/PM）領域、維持・修繕・管理運営領域、ソフト領域への対応
など、社会資本整備における新たな領域での様々な役割を担うことが期待さ
れている。このため、協会は、マネジメント領域における建設コンサルタン
トの役割の提案を行うとともに、発注者支援制度の拡大、マネジメント業務
の契約制度の整備、CM/PM 関連技術の導入や効果の評価等を行うことによ
り、マネジメント領域の市場の醸成およびコンサルタントの地位の向上を図
っていく。また、品確法制定後、建設コンサルタントの活用も具体化の兆し
がみえてきている。このような新規領域におけるマネジメント業務の受注を
図り、実績を蓄積していく。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標と目標値
・マネジメント業務領域の拡大   ：受注件数及び受注金額の増加 
・土木学会等他団体との勉強会の実施：年 1 回 
・ＰＭ等セミナーの実施      ：年 2 回 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20
CM/PM 関連業務の事

例調査等 
 受注実態調査

（H14~16） 
   

発注者支援制度・工事

監理業務等の検討 
  新業務体系検

討WG 参画 
新業務体系検討

WG 参画 
新業務体系検討

WG 参画 

他団体等との交流・研

究会等 
 土木学会との

勉強会 
インフラ CM
研究会から手

引の引継ぎ 

CM 方式活用協

議会・CM 方式の

契約のあり方研

究会参画 

CM 方式活用協

議会・CM 方式の

契約のあり方研

究会参画 
セミナー開催 
 

PM セミナー PM・マネジメン

トセミナー 
PM・マネジメ

ントセミナー 
PM・マネジメン

トセミナー 
PM・マネジメン

トセミナー 

④５か年の活動成果 ・マネジメント業務の受注実態がある程度明らかになった。（Ｈ12 年度から
H16 年度） 

・CM 方式活用の手引き発行（ＨＰアップ）及びＰＭ・マネジメントセミナ
ー実施によりCM/PM 関連の知識の向上が図れた。 

・「ＣＭ方式活用協議会」及び「ＣＭ方式の契約のあり方研究会」への参画に
より、PM 専門委員会としてCM 業務展開の方向性が確認出来た。 

・発注者支援についての検討と発注機関への要望により「品確技術者として
民間技術者の活用、発注者支援業務への民間機関の参画等」として新しい
業務領域が明確になった。 

⑤目標の達成度 ・達成度 80％
（他団体との交流（CM 方式活用協議会等参画）、セミナー開催等は目標を達
成し、CM 業務領域の拡大等への足がかりは出来つつある。 
しかし、CM/PM 等マネジメント業務の受注件数、受注金額の拡大が未達
である。） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
○Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
ＣＭ/ＰＭ等に対する認知度が未だ低く、目標達成にはさらに継続したＣＭ/
ＰＭ関連の検討と活動が必要である。 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
H17 年度から止まっている建コン協会員対象の CM/PM 関連受注実態調査
（H17 から 20 年度）を実施し、受注件数・業種・段階・客先等の経緯を把
握し目標達成のための活動に反映させる。 

⑧担当委員会 マネジメントシステム委員会、ＰＭ専門委員会

⑨共同他委員会 ＰＦＩ専門委員会、契約のあり方専門委員会
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委員会名：倫理委員会、職業倫理啓発委員会 

 

施策 3-1  倫理を促す協会制度の創設 
具体的行動 ・ 職業倫理啓発の手引き発行 

・ 説明会の開催 
・ 職業倫理に関わるモニタリング、年次レポートの作成 

①本具体的行動のねら

い 
・職業遂行において協会員が果たすべき社会的責任とコンプライアンスに対
して、職業倫理行動規範を示すとともに、職業倫理啓発の手引きをとりまと
め、協会員に対しより一層の高い倫理観の醸成と法令の遵守を促すものであ
る。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 
・①職業倫理啓発の手引きの作成 
・②啓発活動(説明会等の実施) 
・③モニタリング 
・④年次レポートの作成 
■ 目標値 
・①作成・発行・配布 
・各支部における説明会実施(9 支部) 
・モニタリング(毎年) 
・年次レポート(毎年) 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
施策の検討(総務委員

会) 
     

課題抽出・制度検討      

手引き作成      

啓発活動      

モニタリング      

④５か年の活動成果 ①職業倫理啓発の手引きを作成し、平成 20 年 12 月協会会員に配布。 
②近畿支部(H20.10.28)、関東支部(H20.11.27)において説明会開催。他支部は

H21 に実施予定。 
③常任委員会において各支部より情報収集開始(H20.11)。 
④上記③及び委員会で収集した情報を分析し、年次レポートを年度末に発行

(H21.5 頃予定) 
⑤目標の達成度 達成度 95％ 

活動開始がH18 年度と出遅れたが、目標年度内に手引きの発行、説明会実施、
モニタリング開始、年度末には年次レポート発行見込みとなり、目標はほぼ
達成された。説明会をすべての支部で実施して 100％の評価となる。 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
H21 年度において各支部における説明会を実施することができれば、本施策
は達成できたものと考える。独禁法だけ別委員会というのも不自然であり、
倫理・コンプライアンスを一括して扱うことが必要であると考える。したが
って、H21 年度末をもって当該委員会は解散が妥当であると思料する。 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
モニタリング、年次レポートは継続する必要があるが、独禁法に関する委員
会との合併・統廃合による新たな委員会(例えば、倫理・コンプライアンス委
員会等)を設置し、6 つの課題に対するフォローアップを行うことでコスト縮
減と中期行動計画の継続は可能と判断する。 

⑧担当委員会 倫理委員会、独禁法に関する委員会 
⑨共同他委員会 倫理委員会、独禁法に関する委員会 
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委員会名：倫理委員会、独占禁止法に関する委員会実行委員会 

 

施策 3－2 施策名：倫理の堅持の支援 
具体的行動 3-2 ①コンプライアンスの指導の強化（独占禁止法順守の強化） 
①本具体的行動のねら

い 
会員企業が独占禁止法順守へ向けた社内体制・組織を整備するよう支部から

の指導を強化するとともに，会員企業がその役職員に対して指導を徹底する

よう指導する． 
②モニタリング指標お

よび目標値 
①コンプライアンスプログラムの策定率 
②支部開催の独占禁止法順守のための講習会参加率，参加人数 
③同上役員参加率 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
1）「行動計画」推進（実

施状況とりまとめ） 
     

2）独禁法改正の動向調

査/独禁法遵守ﾏﾆｭｱﾙ改

訂/勉強会開催 

     

3)関連業界の動向調査      
4）公正取引委員会＆検

察の動向と発注者の制

裁措置動向調査 

     

5）支部傘下会員企業へ

の指導（独禁法ｺﾝﾌﾟﾗｲｱ

ﾝｽﾏﾆｭｱﾙ事例集作成/印

刷・製本） 

     

④５か年の活動成果 １）「行動計画」推進（実施状況とりまとめ） 
毎年度の「独占禁止法遵守のための行動計画」の各支部の実施状況をとりま

とめ，親委員会に報告した． 
2）法改正の動向調査/独禁法遵守ﾏﾆｭｱﾙ改訂/勉強会開催 
独占禁止法改正の動向を調査し，法改正に対応した独禁法遵守ﾏﾆｭｱﾙの改訂版

を作成した．また外部講師を招いた独禁法勉強会を開催した． 
3)関連業界の動向調査 
関連業界には参考になる業界は見あたらなかった． 
4）公正取引委員会＆検察の動向/発注者の制裁措置の動向調査 

公正取引委員会&検察の独禁法運用の動向を調査するとともに，発注機関の独

禁法違反に対する制裁措置改定の動向を定期的に調査し，HPに掲示. 

5)支部傘下の会員企業への指導 
支部会員に対する独占禁止法遵守の指導に向けて，独禁法ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾆｭｱﾙ事

例集をとりまとめた．Ｈ21 年度中に印刷製本し配布する見込み． 
⑤目標の達成度 達成度 100％(活動実績から)，モニタリング指標からは達成度 50％程度？ 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
独占禁止法遵守は依然として重要な課題であり，活動を継続する必要性は高

い．これまでの活動に加えて行動計画の改善を図る必要がある 
⑦新たな具体的行動計

画の提案 
Ｈ20年度印刷配布見込みの独禁法ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾏﾆｭｱﾙ事例集に代えて，行動計画

の改善策を新たに検討し，速やかに実行する． 
⑧担当委員会 独占禁止法に関する委員会，同実行委員会 
⑨共同他委員会 倫理委員会，職業倫理啓発委員会 
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委員会名：企画委員会 

 

施策 ４-１ 施策名：社会資本整備のあり方 
具体的行動 提言素案の作成

①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタントは、社会資本整備にかかわる課題について議論・研究

し、その成果を社会・国民に真摯に説明するなど、積極的な提案を継続的に
様々な機会を通じて発信、提案していくことが重要である。これにより、建
設コンサルタントが専門家集団としてのその役割を国民から認知され、信頼
を得ることにも繋がることとなる。 
本施策は、社会資本整備にかかわる提言を行うことにより、建設コンサル

タントが社会資本の整備において専門家としての地位の向上とその責務を果
たすことを狙いとする。 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標
①協会ホームページにおける「提言」掲載ページアクセス数 
②懸賞論文応募数 
■ 目標値 
①平成 15 年度アクセス数（100 件／日）の 5 倍以上 
②平成 15 年度（会員 164 名、学生 43 名）の 2 倍以上 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20
協会HP「建設コンサルタ

ントと言う仕事」の更新 
    

社会資本整備講習会開

催 
   

リーフレット製作     
④５か年の活動成果 ・協会HP「建設コンサルタントと言う仕事」のページの更新 

構成（建設コンサルタントとは、社会資本整備を担う建設コンサルタント、建
設コンサルタントへの誘い、建設コンサルタントの倫理） 

・社会資本整備講習会開催（’05/11/17） 
講師（三谷浩：土木学会会長、中村英夫：武蔵工業大学学長） 

・『社会資本整備のあり方を考える』リーフレットの製作 
H18～19：「生命を守る」をテーマとする 4 種類のリーフレット 

（サブテーマ：大雨・洪水、土砂災害、交通事故、地震） 
（配布実績：各支部により 24,000 部余りを配布済み） 

H20：「環境を守る」をテーマとする 3 種類のリーフレット 
（地球環境、河川・海岸環境、まちの環境） 

・製作したリーフレットの協会HP 掲載 
⑤目標の達成度 達成度 80％ 

（必ずしも中期行動計画で設定されたモニタリング指標に対応した成果とは
なっていない。しかしながら、一般市民を対象に社会資本整備の重要性を
訴える内容のリーフレットを製作したことは、施策のねらいに適っており、
具体的成果があげられたといえる。） 

＜参考＞協会HP の内リーフレットページアクセス数：160～650 アクセス／月 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
リーフレットの製作を継続するか否かについては、改めて議論した上で決定
する必要があるにしても、社会資本整備のあり方を社会に提言する取り組み
は継続する必要がある。 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
・一般市民向けリーフレット製作の継続
・小、中学校向けの出前講座用教材と指導書を製作（支部活動における出前
講座等の社会貢献活動を、具体的な教材作成で支援） 

・学識者を講師とする勉強会を開催し、成果報告書を公表 
⑧担当委員会 企画委員会・社会資本整備のあり方検討ＷＧ

⑨共同他委員会 常任委員会、企画部会、企画委員会、インフラストラクチャー研究所 

H18.5 WG 活動正式発足 

H17.8 企画委員会在京メンバーで活動開始 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-① 海外を含めた災害時の技術者応援 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタンツ協会の社会貢献活動として、国内及び海外の被災地にお

ける災害復旧及び復興の基盤作りに関して、直接あるいは間接の技術者応援

を通じて、建設コンサルタンツ協会としての支援を行なう。 
 

  
②モニタリング指標お

よび目標値 
 
 

 
 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
情報の収集と協会ＨＰ

等への掲載 
     

④５か年の活動成果 “海外を含めた災害時の技術者応援”の趣旨に沿うものとして、「(仮
称)JCCA災害調査基金」設立を企画し、常任委員会に提案した。その後の取

り扱いは、常任委員会委員長と総務部会長の協議に委ねることになった。 
両者協議の結果、現時点では、日本コンサルティングエンジニア協会

(AJCE)と協力して、個別に海外のコンサルタント協会と相互支援協定を

締結し、その上で必要と判断すれば基金についても検討することとなっ

た。 
以後、特段の活動はしていない。 

 
 
 

⑤目標の達成度 達成度  ％ 
 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
本委員会での行動としては難しく、協会本部での主導が望ましい。 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 
 
 

⑧担当委員会 広報委員会、情報委員会 
⑨共同他委員会 災害時対応検討委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-② ボランティア活動への参画 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタンツ協会の社会貢献活動として、ボランティア活動への参画

活動がスムーズに行われるよう支援する。  
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

ボランティア活動への参画数 
 
 

■ 目標値 
特になし 

 
 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
情報の収集と協会ＨＰ

等への掲載 
     

④５か年の活動成果 支部における社会貢献活動を紹介するため、協会本部のＨＰに「社会貢献

活動」コーナーを設けるものとし、平成１９年１０月より試験運用し、平成

２０年１月より本格的な運用を開始した。また、社会貢献活動の予定紹介や

実績のＰＲ紹介等手続きをスムーズに行なわれるよう、「社会貢献活動ＨＰ

運営要領」、「新規申請手続きの流れ」、「所定書式」を作成した。 

 

 
 
 
 
 

⑤目標の達成度 達成度 100％ 
（支部活動を支援する情報窓口を作ったという観点で 100％） 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
「社会貢献活動ＨＰ運営要領」等一連の行動手順を作成したが、現時点では

情報発信が行われていない。 

まずは各支部におけるボランティア活動についての情報発信が行われる必要

がある。 

このため、各支部でＨＰ等によるボランティア活動への情報提供を早急に実

施し、協会員や一般の方に知らしめボランティア活動への参画を行う。同時

に「新規申請手続きの流れ」に沿って、協会本部ＨＰとの連携を図る。 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 

⑧担当委員会 広報委員会、情報委員会 
⑨共同他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-③ 学校教育への参画、支援 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタンツ協会の社会貢献活動として、社会資本整備に関する理解

促進を図ると共に、その学習の機会を提供するため、小・中学校、高校、高

専及び大学への講師派遣を、建設コンサルタンツ協会の会員各社が有する技

術・経験などのノウハウを駆使して実施する。副次的効果として、建設コン

サルタンツ協会の存在をアピールすること、建設コンサルタントへの道を選

択する可能性も期待できる。  
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

講師派遣数 
 
 
 

■ 目標値 
特になし 

 
 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
情報の収集と協会ＨＰ

等への掲載 
     

④５か年の活動成果 支部における社会貢献活動を紹介するため、協会本部のＨＰに「社会貢献

活動」コーナーを設けるものとし、平成１９年１０月より試験運用し、平成

２０年１月より本格的な運用を開始した。なお、社会貢献活動の予定及び実

績の登録をスムーズにするため、「社会貢献活動ＨＰ運営要領」と「新規申

請手続きの流れ」、「所定書式」を作成した。 

 

 
 

⑤目標の達成度 達成度 100％ 
（情報窓口を作ったという観点で 100％） 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
小・中学校への講師派遣を行っている支部もあるが、協会ＨＰ等で小・中学

校、高校、高専及び大学への講師派遣をＰＲしている支部は皆無である。 
まずは、各支部で情報発信を行う方法がベストである。 
このため、各支部ＨＰで講師派遣のコーナーを設け、予定や実績を情報発信

し、学校教育への参画、支援活動を行う。同時に「新規申請手続きの流れ」

に沿って、協会本部ＨＰとの連携を図る。 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 

⑧担当委員会 広報委員会、情報委員会 
⑨共同他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-④ フォーラムへの参画、委員会への委員派遣 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタンツ協会の社会貢献活動として、協会として、各種フォーラ

ム・委員会に会員を参加させ、専門的技術を基に意見を述べることにより、

協会及び建設コンサルタントの社会的認知を図る。 
 

②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

特になし 
 
 
 
 

■ 目標値 
特になし 

 
 
 
 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
情報の収集と協会ＨＰ

等への掲載 
     

④５か年の活動成果 特になし 
 
 

⑤目標の達成度 達成度  ％ 
 
 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
本委員会での行動としては難しく、協会本部での主導が望ましい。 
 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 
 

⑧担当委員会 広報委員会、情報委員会 
⑨共同他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-⑤ 著作物（会誌等）の充実 
①本具体的行動のねら

い 
協会の広報活動を効果的に行い広報の拡大を行う。会誌『Consultant』の配

布先を見直すことで、また一般社会における協会の社会貢献活動の一環とし

て書籍出版を行い、建設コンサルタントの社会的認知を図る。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

出版類 
 
■ 目標値 

書籍出版：７冊程度（海外、日本編） 

 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
会誌配布先の見直し 
 

     

書籍の出版 

(会誌編集専門委員会) 

     

④５か年の活動成果 (１) 会誌配布先の見直し 

一般市民等への広報を高めるため、会誌『Consultant』の配布先につい

てこれまでの発送先に加え、学協会、民間、記者クラブなどを対象とし

て再検討した。また、組織改変に伴う発送先の再チェックを行い、有効

な広報が行えるようにした。 

 

(２) 書籍の出版企画 

『土木遺産（ヨーロッパ編）』『土木遺産（アジア編）』の第三弾として

日本編の原稿を作成中。平成２１年度にはこれまでと同様、書籍の発刊を

行う（会誌編集専門委員会）。 

⑤目標の達成度 達成度 
会誌配布先の見直し：１００% 

書籍の出版企画：３０% 

 
⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
配布先については完了。 
書籍出版については会誌編集専門委員会及び広報委員会で実行する。 
 

⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 
 

⑧担当委員会 広報委員会(会誌編集専門委員会)、情報委員会 
⑨共同他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会、情報委員会、支部 

 

施策 ４-２ 社会貢献活動への参加 
具体的行動 4-2-⑥ 協会ＨＰの改善 
①本具体的行動のねら

い 
建設コンサルタンツ協会の社会貢献活動の周知を図ると同時に、建設コン

サルタンツ協会の活動、ひいては建設コンサルタントの社会的認知の浸透

を期待する。 
②モニタリング指標お

よび目標値 
■ モニタリング指標 

HP アップ件数 
 
■ 目標値 

情報提供を 10 件/年を目指す。 
 

③年次活動履歴 H16 H17 H18 H19 H20 
コンサルタントの災害

体験情報提供 
     

支部等の社会貢献活動

の情報提供 

     

④５か年の活動成果 (３) コンサルタントの災害体験情報提供 

社会貢献活動の一環として、コンサルタントが経験した災害体験情報を広

く、一般市民等へ周知し、災害対応の一助としてもらうための取り組みで

ある。 

協会本部のHPサイトに、この情報提供サイトを設定するとともに、情報委

員会関係者から情報収集してHPにUPした。 

(４) 支部等の社会貢献活動の情報提供 

支部の社会貢献活動の情報を協会本部HPから一元的に広く広報する目的

で、協会本部のHPサイトにこの情報提供サイトを設定した。 

情報収集の仕組みについても設定し、HP管理者と協議の上、運用を開始し

ている。 

⑤目標の達成度 達成度 
災害体験HP：１００%（H20.1より開始、現在１１件） 

支部社会貢献HP：３０%（システムは完了したが、情報UPが少ないH20.1より

開始、現在１件） 

⑥本具体的行動の継

続・非継続の判断 
Ａ．継続する     Ｂ．継続しない （いずれかに○） 
 
このサイトは今後も継続運用するため、しばらくの間、情報 UP 状況を監視

していく。 
⑦新たな具体的行動計

画の提案 
 
 

⑧担当委員会 情報委員会（情報収集しくみとHP の設定担当）、広報委員会 
⑨共同他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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２.３ 初期中期行動計画の活動結果（社会貢献活動） 
支部名：北海道支部  （H21.2 現在） 

凡 例：主な対象    a.小中学生  b.大学生  ｃ.市民  d.発注機関職員  e, 会員   

     継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

 

施策 4-2 社会貢献活動への参画 

具体的行動 細目 活動成果 助成金 

（万円） 

主な対象 継続の 

可否 

①海外を含めた災害時

の技術者支援 

１）災害協定の締結（H11.2 より継

続 毎年４月更新） 

１機関（北海

道開発局）

 d、e A 

２）災害復旧技術研修会開催（北

海道建設技術センターと共同開

催） 

3 回  d, e 

３）支部会員連絡網の整備（協会

防災演習時に確認） 

5 回  e 

   

②ＮＰＯ・市民団体・生涯

教育などボランティア活

動への参画 

１）北海道の水辺に関する研究・活

動助成（学生・ＮＰＯ対象） 

9点の応募、2

点へ助成 

50 b, c 未定 

   

③学校教育への参画 

（発注者・一般に向けた

研修含む） 

１）シンポジウム：北海道における

道の駅の課題と展望 

214 名参加 

 

150 b, c ,d ,e A 

２）シンポジウム：北海道における

水辺の課題と展望 

140 名参加 125 b, c ,d ,e   

３）発注者・一般に向けた技術講習

会（協会主催品質セミナーなど） 

10 回  d ,e 

 

    

④フォーラムへの参画、

委員会への委員派遣 

委員会への委員推薦（派遣） 

講師の派遣 

3 回

（北海道開発

局、北海道）

 d A 

発注機関職員の研修受け入れ ２回

（札幌市）

 d 

⑤著作物の充実 １）広報冊子：「あなたのまわりにも

建設コンサルタントのしごと」作成 

2,000 部 100 a ,b, 

c ,d ,e 

未定 

    

     

   

    

⑥ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、専門誌、一

般紙における発表・広

告・協会ＨＰの改善 

１）専門誌、業界誌への広告 60 回  c, d A 

２）専門誌、業界誌への記事掲載

（講演会、意見交換会など） 

35 回  c, d ,e 

１）支部ＨＰの作成（新規） 累計アクセス

数 4,801 

 a ,b, 

c ,d ,e 

２）支部ＨＰの改修（広報コンテン

ツ作成） 

累計アクセス

数 1,427 

40 a ,b, c ,d,e 

具体的行動計画の提案  

特記事項  
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支部名：東北支部 
施策 ４－２     社会貢献活動への参画 

   実施内容  細目 活 動 

成 果 

助成金 

（万円） 

主な対象 

 

継続の可否 

 

①海外を含めた災害時の 

 技術者応援 

H20岩手・宮城内陸地震への災

害協定に基づく支援 

延べ600人 

 

 

 

d 
 

A 
( 海外は困難 ) 

②NPO、市民団体、生涯学

習組織などのボランティ

ア活動への参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(活動対象の検

討が必要だが

？) 

③学校教育への参画、支援

（発注者・一般含む） 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ研修生の受入 

・ H18  会員４社で対応 

・ H19  会員３社で対応 

 

２）高校生ものづくりコン  

テスト 

  H17~H18橋梁模型製作部門に協賛団体として参

画 

３）発注者職員研修への講師派

遣（H16～H20） 

 

4人 受  入 
3人 受 入 

 

 

 

協賛金支

出 

毎年約 

７0人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b 
 

 

 

b 
 

 

 

d 
 

A 
 

 

 

A 
(H21から新たに実行

委員会に入り主催団体、助成

金申請の予定) 

A 
 

④フォーラムへの参画、講

演会の開催、委員会への

委員派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）講演会の開催   
・H16これからの良質な社会資本整備を目指して 

・H17災害に強い東北を目指して 

・H18雪に強い東北を目指して 

・H19地球温暖化 

・H20人と自然の豊かな関係 

 

２）委員会委員の派遣 

  H20は下記委員を派遣 

･鋼橋の維持･補修ﾏﾆｭｱﾙ検討委員会への委員派遣 

･橋梁長寿命化検討委員会への委員派遣 

参加者 

 174人 

 250人 

 150人 

 180人 

 290 人
  
 

 

3人 派遣 

1人 派遣 

 

  100 
  100 
  100 
  100 
  100 
 

 

 

 

 

b,c,d,e 
 

 

 

 

 

 

d 
 

 

 

A 
（H21はテ

ーマを自然

災害と社会

資本整備で

実施予定） 

 

Ａ 

（依頼あれ

ば派遣） 

 

⑤著作物（協会誌）の充実 

 

 

JCCA東北の発行（H16～H20
 

 

年２回 

各1,050 
部発行 

 

 

 

ｄ、ｅ 

 

 

A 
（一般への

配布方法に 

？） 

⑥ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、専門誌、一般紙

における発表、広告、協

会HPの改善 

 

１）専門誌への広告 

   H16～H20 各年４回 

２）専門誌への発表（H16） 

３）支部HPの改善（H20） 

20回 

 

17回 

 

 

 

 

 

b,c,d 
 

b,c,d 
b,c,d,e 

A 
 

（必要な時） 

A（適宜見直

しを続ける）

具体的行動計画の提案  今後もこれまで実施してきたものを継続したい。新規事業（公益事業）は予算

面から支部独自での実施は難しい。 （本部助成が必要） 

特記事項  

凡例 主な対象  a、小中学生  b、高・大学生  c、市民  d、国・自治体職員  e、会員 

      継続の可否  A、継続  B、非継続 
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支部名：関東支部 

凡 例：主な対象    a.小中学生  b.大学生  ｃ.市民  d.自治体職員  e, 会員   

     継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

 

施策 4-2 社会貢献活動への参画 

具体的行動 細目 達成度 助成金 

（万円） 

主な対象 継続の 

可否 

①行動目標策定 １）関東グローカルビジョン 2005 作

成・配布 

5,000 部  b, c, d, e Ａ 

（状況を見

て時点修

正） 

２）関東グローカルビジョン 2008 作

成・配布 

3,000 部 10 b, c, d, e 

    

②海外を含めた災害時

の技術者支援 

１）災害協定の締結 5 機関  d Ａ 

（ 先 ず は

国 内 、 海

外 は 困

難） 

２）災害復旧技術研修会開催 7 回  d, e 

３）行動マニュアル・連絡網の整備 2 回  d, e 

   

③ＮＰＯ・市民団体・生涯

教育などボランティア活

動への参画 

１）建設分野ＮＰＯシビルフォーラ

ム等への会員参加勧誘 

2 回  e Ａ 

（ 今 後 促

進する） ２）国道防災ﾎﾞﾗﾝﾃｱ活動の実施 30 名  ｃ、ｄ 

④学校教育への参画 

（発注者・一般に向けた

研修含む） 

１）大学授業を兼ねた講習会 1 回 24 b, c  Ａ 

２）発注者・一般に向けた技術講習

会 

９回 23 d, c,  

３）発注者職員研修会への講師派

遣 

65 回

116 人

 d 

 

    

⑤フォーラムへの参画、

委員会への委員派遣 

１）協会活動ＰＲパネル出展 4 回  a, b, c, d Ａ 

   

⑥著作物の充実 １）冊子「講演特集号」の大学への

配布 

88 学部へ 

2 回・600 部

140 b Ａ 

２）ＰＲ絵本「キミの知らないみち

で」配布 

3,000 部 260 a, c 

３）情報発信誌「グローカル関東」

創刊号配布 

3,000 部 105 b, c, d 

４）同上 第 2 号 配布 3,000 部 140 b, c, d 

    

⑦ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、専門誌、一

般紙における発表・広

告・協会ＨＰの改善 

１）専門誌への広告 直近年間

1２回 

 c, d Ａ 

２）専門誌への発表・記事掲載 直近年間

17 回 

 c, d 

３）支部ＨＰの改善 直近月間

ｱｸｾｽ数

  4,500 回

160 b, c, d 

    

新たな施策、行動計画

の提案 

新たな施策・行動計画は特になし 

（今後新たな活動細目が起きても、①～⑦のどれかで対応は可能である） 

特記事項 なし 
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支部名：中部支部（H21/2/27現在） 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
具体的行動     細目             活動成果  助成金 主な対象 継続の

                               （万円）     可否 
① 災害時の技術者  1) 災害協定の締結        4 機関      ｄ.ｆ   A 
  支援       2) 災害復旧技術講習会開催     5 回      ｄ.ｅ 
          3) 行動マニュアル・連絡網整備   7 回      ｄ.ｅ.ｆ 
          4) 防災演習・訓練・説明会     9 回      ｄ.ｅ.ｆ 
          5) 災害支援への出動        2 回      ｅ.ｆ 
② 市民団体・生涯  1) 堀川浄化パレードへの参画    4 回   48  ｃ    Ａ 
  教育などボラン  2) 名古屋打ち水作戦への参画    6 回   120  ｃ 
  ティア活動への  3) 堀川ｴｺﾛﾎﾞｯﾄｺﾝﾃｽﾄへの参加    3 回      ｃ 
  参画        
③ 学校教育・発注者 1) 総合学習への講師派遣      3 回   15.5 ａ    Ａ 
  等への応援    2) 発注者研修への講師派遣    198 回      ｄ.ｆ 
                           204 人 
          3) 設計 VE 講習会への講師派遣   11 回    42  ｄ.ｆ 
                           39 人 
          4) 交通計画研究会への委員派遣    9 回      ｅ.ｆ 
                           23 人 
④ 支部独自による  1) 業務技術発表会の開催      5 回  97.6  b.d.e.f  Ａ 
  啓蒙活動     2) 河川技術セミナーの開催     5 回  51.25 b.d.e.f 
          3) 橋梁等の体験学習の実施     2 回   145 ａ.ｃ 
          4) カルチャーセミナーの開催    5 回   20 b.c.d.e.f 
⑤ 著作物の充実と  1) 「図夢 in 中部」の関係機関 国 3000 部      ｆ    Ａ 
  広報活動      及び学校への配布      県 4000 部      ｄ 
                         市 4000 部      ｄ 
                         学校 1100 部       ｂ 
 
⑥ 専門誌への広告、 1) 専門誌への広告         10 回      ｃ.ｄ   Ａ 
  記事の掲載及び  2) 専門誌への記事掲載       25 回      ｃ.ｄ 
  支部ＨＰの改善  3) 支部ＨＰの改善       ｱｸｾｽ数    40  ｂ.ｃ.ｄ 
                         月 5,780 回 
 
 
 

 

主な対象  ａ:小中学校  ｂ:大学生  ｃ:市民  ｄ:自治体職員  ｅ:会員  ｆ:整備局職員  
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支部名：近畿支部 

凡例：主な対象    a.小中高生  b.大学生  ｃ.市民  d.自治体職員  e, 会員   

    継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

 

施策 4-2 社会貢献活動への参画 

具体的行動 細目 活動成果 
助成金 

（万円） 
主な対象 

継続の

可否 

①海外を含めた災害

時の技術者支援 

1）災害協定の締結 ２機関  d, e Ａ 

2）土砂災害防止講習会開催 1 回  d, e 

②ＮＰＯ・市民団体・

生涯組織などボラ

ンティア活動への

参画 

   今後、検

討する 

③学校教育への参

画・支援（発注者・

一般に向けた研修

含む） 

1）民間企業研究講座（大学） 1 回  b,   Ａ（学校

教育はＨ

21 年度

より本格

的 に 活

動） 

2）発注者職員研修会への講師派遣 132 講座 219 名  d, e 

3）研究発表会 5 回  b, c, d, e 

4）若手技術者意見交換会 6 回  d, e 

5）学識経験者意見交換会 1 回  c, d, e 

6）品質向上委員会 13 回  d, e 

7）現場技術力向上研修会 3 回  d, e 

④フォーラムへの参

画、委員会への委

員派遣 

1）協会活動ＰＲパネル出展 5 回  a, b, c, d, e Ａ 

2）土研新技術ショーケース 2 回  c, d, e 

3）「品確法を語る会」委員推薦 6 名  d, e 

⑤著作物の充実 1）研究発表会論集・ＣＤ 5,800 部  b, c, d, e Ａ 

2）各研究委員会報告書・ＣＤ 6,400 部  b, c, d, e 

3）年報 5,250 部  d, e 

4）ＪＣＣＡ近畿 会員案内 11,200 部  c, d, e 

5）ＪＣＣＡ近畿 会員活動 1,000 部  a, b, c, d, e

6）広報誌 クリエイトきんき 35,000 部  a, b, c, d, e

7）クリエイトきんきＤＶＤ 200 部 100(H18) a, b, c, d, e

8）クリエイトきんき特別号 

（第 40 回研究発表会）ＤＶＤ 

１巻 100(H19) a, b, c, d, e

9）土木技術者のための研修テキスト 200 部 95(H19) d, e, 

10）近畿の社会資産共有活動 １展示会 100(H20) a, b, c, d, e

⑥ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、専門誌、

一般紙における発表・

広告・協会ＨＰの改善 

1）専門誌への発表・記事掲載 2 回  c, d, e, Ａ 

2）支部ＨＰの改善 月平均ｱｸｾｽ数

 約 650 ﾋﾞｭｰ

 b, c, d, e 

3）業界新聞 多数  c, d, e, 

具体的行動計画の提

案 

 

特記事項  
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支部名：中国支部（２／４ 防災教育(学校教育含む)への参画、支援及び防災活動への参画） 

施策 4-2 社会貢献活動への参画(防災教育(学校教育含む)への参画、支援及び防災活動への参画)

具 体 的 行 動 細     目 活 動 結 果
助成金 
（万円） 

主な対象 
継続の

可否 

①建設コンサルタント

の広報（防災教育） 
中国地方の関係機関に 
作成・配布 

5,000 部 40 a,b,c,d,e A 

②防災関係冊子の 
作成・配布 

土砂災害Ｑ＆Ａ 1,000 部 60 b,c,d,e 
B 

地震災害Ｑ＆Ａ 1,000 部 60 b,c,d,e 

③防災教育の実施 

小学校での防災教育 5 回，251 名 25 a 

A 
中学校での防災教育 6 回，698 名 30 a 

高齢者に対する防災教育 6 回，179 名 25 c 

自主防災会の関係機関 1 回， 40 名 5 c 

④防災講演会の実施 
防災に関する講演、話題 
提供及び建コン社会貢献 
活動報告 

4 回，240 名 60 c,d,e A 

⑤防災教育 
ワークショップ 

自然災害の軽減に向けた 
防災教育に関するワーク 
ショップ 

1 回，70 名 20 c,d,e A 

⑥地域防災 
ワークショップ 

地域防災活動の現状と 
将来について、関係機関 
との話題提供と意見交換 

2 回，400 名 20 b,c,d,e A 

⑦防災活動報告の 
作成・配布 

防災活動、防災教育及び 
防災共催事業報告書 

5 回×300 部 120 d,e A 

具体的行動計画の提案      

特記事項      

凡 例：主な対象   a.小中学生 b.大学生 c.市民 d.自治体職員 e.会員 
継続の可否  Ａ．継続  Ｂ．非継続 

注）数値○部分は今後調査の上記入し、また、全体についても今後精査致します。 
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支部名：中国支部（３／４ みちづくりアイデア提案募集） 

凡 例：主な対象    a.小中学生  b.大学生  ｃ.市民  d.自治体職員  e, 会員   

     継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

注）数値○部分は今後調査の上記入し、また、全体についても今後精査致します。 
 

施策 4-2 社会貢献活動への参画（みちづくりアイデア提案募集） 

具 体 的 行 動 細        目 活動成果 
助成金 

（万円） 
主な対象 

継続の 

可否 

①行動目標策定 １）アイデア募集ポスター 1,100 部 5 b, c, d, e 

Ｂ ２）アイデア募集チラシ 30,000 部 20 b, c, d, e 

    

     

②学校教育への参画 

（発注者・一般に向けた

研修含む） 

１）アイデア応募への呼びかけ  b,c,d,e 

B 

 

   

   

    

     

③著作物の充実 １）入賞作品の配布 ２００部 ２０ c,e 

Ｂ 
   

   

    

④ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ、専門誌、一

般紙における発表・広

告・協会ＨＰの改善 

１）支部ＨＰの改善     ５ B,c,d,e 

Ｂ 
   

   

    

具体的行動計画の提案  

特記事項  
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支部名：中国支部 (４／４ 研修講師の派遣） 

凡 例：主な対象    a.小中学生  b.大学生  ｃ.市民  d.自治体職員  e, 会員  f,国の職員 

     継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

注）数値○部分は今後調査の上記入し、また、全体についても今後精査致します。 
 

施策 4-2 社会貢献活動への参画 （研修講師の派遣） 

具 体 的 行 動 細   目 活 動 成 果 
助成金 

（万円） 
主な対象 

継続の 

可否 

     

   

    

     

   

     

   

①学校教育への参画 

（発注者・一般に向けた

研修含む） 

１）平成１６年度の研

修講師派遣 

１機関へ７講座１４科目、１

４名を派遣 

0 b 

Ａ 

２）平成１７年度研修

講師派遣 

１機関へ３講座６科目、８名

を派遣 

0 b 

３）平成１８年度研修

講師派遣 

３機関へ６講座１７科目、１

９名を派遣 

0 b 

４）平成１９年度研修

講師派遣 

３機関へ６講座１６科目、２

２名を派遣 

0 b 

５）平成２０年度研修

講師派遣 

 

５機関へ９講座２７科目、４

４名を派遣 

0 ｆ、b 

     

   

     

   

   

    

     

   

   

    

具体的行動計画の提案  

特記事項  
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支部名：四国支部（H21/2/27 現在） 

活動成果
助成金
（万円）

主な対象 継続の可否

2日
ａ，ｂ，ｃ

2000枚
ｄ，ｅ，ｆ

2日

凡例 ：主な対象　　ａ．小中学生　ｂ．大学生　ｃ．市民　ｄ．自治体職員　ｅ．会員　ｆ．教育機関（先生等）
継続の可否 　A．継続　B．非継続

施策4-2

具体的行動計画の提案

特記記事

10 a,b,c,d,f

ｃ，ｄ，ｅ，
ｆ

⑤建コン講師・スタッ
フ派遣
（H18～H20年度）

Ａ

1）建コン講師　延12名

2）建コンスタッフ　延118名（建設
フェア含む）

12回（各県合計）

12回（各県合計）

建設フェアの
継続状況によ
る。（毎年の
出展は考えて
いない）

1）テレビ取材、新聞記事掲載

2）支部名入りスタッフジャンパ－製
作・着用

20

3）テレビ取材番組の放映

Ａ

③「くらしと技術の建
設フェアin高知」への
出展
（H20年度）

21

④マスメディア等への
広報活動

（H18～H20年度）

具体的行動 細　　　目

1）協会活動PRパネル1枚、各県活動状
況パネル4枚

2）パンフレット等の配布（4種類、各
500枚）

110

H20:「身近な自然の森を大切にしよ
う」の実施

対象者：学生及び一般市民約40～50名
/回

ａ，ｅ，ｆ Ａ

107
ａ，ｂ，ｃ，

ｅ，ｆ
Ａ

3回

ａ，ｅ，ｆ Ａ

ａ，ｃ，ｅ，
ｆ

98 Ａ

101

ｃ，ｄ，ｅ，
ｆ

3回愛媛地域

①活動テ－マ・活動内
容等の策定及び広報活
動
（Ｈ１７年度）

3回

H18:「森との共生を考えよう　～環境
学習会～」の実施

H19:「伊方町亀が池の自然観察会」の
実施

②環境問
題・自然
再生に関
する講習
会の開催
（H18～
H20年度）

対象者：中学一年生約110～160名/回

3回

H18:「観音寺市琴弾公園における琴弾
学習会」の実施

H19:「若い世代に自然環境・生活環境
の大切さの情報発信」の実施

H20:「ゴミ処理問題と環境について」
の実施

Ａ

1）活動テ－マの選定・活動計画の立
案

2）地方自治体、教育機関、市民団体
等に関する情報の入手

3）派遣講師登録、講習内容の把握

4）派遣及び講習会に関する広報活動

・活動テ－マ「学校
教育・生涯教育への
支援活動」
・講習会は各県単位
で1回/年（四国内で4
回/年）実施
・講習会講師は主に
建コン会員から選出

30

  社会貢献活動への参画

H19～H20:「江ノ口川環境ウオッチン
グ」の実施

対象者：小学4年生約60名/回

高知地域

対象者：中学生約50名/回及び一般市
民他

徳島地域

香川地域

H18:「半田川自然観察会」の実施

H19:「ISO14000に関する講習会」の実
施
H20:「はじめまして（社）建設コンサ
ルタンツ協会です」の実施
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支部名：九州支部 

 
凡 例：主な対象    a.小中学生  b.大学生  ｃ.市民  d.自治体職員  e, 会員   

     継続の可否  Ａ．継続    Ｂ．非継続 

 

施策 4-2 社会貢献活動への参画 

具体的行動 細目 活動成果 助成金 

（万円） 

主な対象 継続の 

可否 

①夢・アイデア募集事業 一般市民を対象として、

まちづくりに関する夢ア

イデアの募集 

H17  46 編 

H18  34 編 

H19  24 編 

H20  63 編 

計  167 編 

50 a. b. ｃ. 

d. e 

 

Ａ 

 

②夢・アイデア交流事業 募集事業に寄せられた

優秀作品の発表会を開

催し、発案者とそのアイ

デアに関する人々が交

流を行ない、アイデアを

発展させることを目的とし

た交流会 

H17  180 人 

H18  164 人 

H19  166 人 

H20  195 人 

計   705 人 

590 a. b. ｃ. 

d. e 

 

Ａ 

③夢・アイデア交流調査

団派遣事業 

募集事業に寄せられた

夢アイデアの対象地域

に対して、学識経験者・

専門家・建コンによる調

査団の派遣及び夢アイ

デア実現化に向けた提

案 

H17 

宮崎県西米良村 

熊本県大津市 

H18 

鹿児島県志布志市 

福岡県川崎町 

H19 

福岡市御供所地区 

鹿児島県薩摩川内市

H20 

長崎県雲仙市 

350 b. ｃ. d.  

e 

 

Ａ 

 

④夢・アイデア人材育成

事業 

九州地区大学の土木系

学生が主体的に実施す

る風景デザインの合宿

「九州デザインシャレッ

ト」への支援及び会員若

手の参加交流 

 

4 地区（1 地区/年）の

「九州デザインシャレ

ット」への協賛及び協

会員の参加 

210 b. e Ａ 

 

特記事項  



３．第二次中期行動計画 
 

-48- 

３. 第二次中期行動計画 
３.１ 第二次中期行動計画の施策一覧 

平成２１年度中期行動計画特別委員会において、第二次中期行動計画の施策と担当委員会

を定めました。第二次中期行動計画の施策と担当委員会は表３-１のとおりです。 

また、第二次中期行動計画の施策と具体的行動を次項の表３－２に示します。 

 

表 ３-１ 第二次中期行動計画の施策一覧と担当委員会 

行動計画 施   策 担当委員会 

行動計画－１ 

優良な技術と知

恵を提供するた

めの行動 

1-1 技術力による選定の確立 業務システム委員会 
選定・契約専門委員会 

業務実施形成専門委員会 

1-2 品質確保のための制度・仕組みの確立 
品質向上推進特別本部 品質向上推進特別WG 

マネジメントシステム委員会 

1-3 適正な登録制度の確立 
企画委員会 

登録制度専門委員会 

1-4 契約約款案の作成と提案 契約のあり方専門委員会 

1-5 適正な責任担保制度の確立 総務委員会   

1-6 適正な報酬体系の確立 報酬・積算体系特別委員会 

1-7 技術者の能力開発と適正な資格制度の確立
CPD委員会 

人材啓発専門委員会 

CPD情報収集･調整専門委員会 

RCCM資格制度委員会 

1-8 経営基盤の安定・強化の支援 経営委員会 
財務専門委員会 

経営専門委員会 

1-9 望ましい「業界構造」とそれを実現するた

めの方策 

企画委員会   

地域コンサルタント委員会   

1-10 国際市場展開の推進 国際委員会   

1-11 魅力ある建設コンサルタントの広報活動

の推進 

広報委員会   

情報委員会   

1-12 望ましい再委託制度の確立 

品質向上推進特別本部 品質向上推進特別WG 

業務システム委員会 業務実施形成専門委員会 

企画委員会 契約のあり方専門委員会 

報酬・積算体系特別委員会   

企画委員会   

地域コンサルタント委員会   

行動計画－２ 

新しい領域を開

拓し拡大するた

めの行動 

2-1 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの役割の提案 企画委員会   

2-2 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ領域拡大の支援 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ委員会 
PFI専門委員会 

PM専門委員会 

行動計画－３ 

倫理の堅持 
3-1 倫理の堅持の支援 

独禁法に関する委員会 独禁法に関する実行委員会 

職業倫理啓発委員会 

行動計画－４ 

専門家集団とし

ての社会貢献 

4-1 社会資本整備のあり方の提言 企画委員会 
社会資本整備のあり方 

        検討WG 

4-2 社会貢献活動への参画 
各支部   

各委員会   

4-3 協会設立50周年記念事業としての社会貢

献活動の推進 
企画委員会   

4-4 公益法人改革への対応 協会組織のあり方検討特別委員会  
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表 ３-２ 第二次中期行動計画の施策と具体的行動 

行動計画 施   策 具体的行動 

行動計画－１ 

優良な技術と

知恵を提供す

るための行動 

1-1 技術力による選定の確立 
①適正なプロポーザル方式、総合評価落札方式の検討 
②地方自治体への技術による選定の普及提案 
③入札・契約に係わる適正なシステム、制度の確立 

1-2 品質確保のための制度・仕
組みの確立 

・詳細設計業務の品質向上に本部・支部で取り組み、協会をあげて推進する 
・発注者に向けて提言し、具体的成果を出す 
・そのため、現状を把握し、成果品の高い評価と信頼を得るために、エラー防止や発注
者評価を高めるための施策について検討する 

・これを通じて施策の経時的効果を確認し、有効な施策を品質セミナー、マネジメント
セミナー等を通じて会員に周知する 

1-3 適正な登録制度の確立 
・登録要件の検討と提案 
・業法もしくは職業法の提案 

1-4 契約約款案の作成と提案 

・適正な再委託制度の確立 
・適正な責任担保制度の確立 
・適正な知的財産権の運用の推進 
・契約のあり方に関する見解、交渉案の作成、協会内の統一、関係機関との交渉の実施

1-5 適正な責任担保制度の確
立 

・保険制度改善ニーズの把握と改善案の検討・具体化  
・建設コンサルタント賠償責任保険制度の加入率増加 

1-6 適正な報酬体系の確立 

・適正な技術者単価のあり方に関する検討 
・適正な歩掛りのあり方に関する検討 
・適正な経費のあり方に関する検討 
・適正な利益のあり方に関する検討 

1-7 技術者の能力開発と適正
な資格制度の確立 

①技術者の能力開発 
・「ＣＰＤの手引き」「実施要領」等各冊子による周知、記録の監査 
・関連学協会との連携によるＣＰＤシステムの更新・拡充 
・協会認定プログラムの充実支援 
②適正な資格制度の確立 
・社会の変化に対応した資格制度の見直し 
・試験実施に係る体制の整備 
・更新時のCPD義務化に伴う問題の整理・拡充 
・RCCM資格制度の社会への広報 

1-8 経営基盤の安定・強化の支
援 

・会員企業の経営者や経理財務担当が望む新たな情報の提供の計画・経営分析、計算書
類等ハンドブック説明会の開催 

1-9 望ましい「業界構造」とそ
れを実現するための方策 

・望ましい業界構造の提案 

1-10 国際市場展開の推進 ・国際市場対応能力向上の支援 

1-11 魅力ある建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの
広報活動の推進 

①魅力ある建設コンサルタントをアピールする行動 
②魅力を創造する行動及び協会の輪を広げる広報活動 
③著作物（会誌等）の充実 
④協会HPの改善 

1-12 望ましい再委託制度の確
立 

※各施策の具体行動で検討 

・再委託制度面から見た品質確保の検討（1-2） 
・適正な再委託制度の確立（1-4） 
・再委託制度から見た適正な報酬制度の検討（1-6） 
・再委託制度から見た望ましい業界構造の検討（1-9） 

行動計画－２ 

新しい領域を

開拓し拡大す

るための行動 

2-1 建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの役割の提案
・現在の建設コンサルタントの領域における役割の明確化と新たな役割の提案 
・新たな領域における建設コンサルタントの役割の提案 
・専門家集団としての建設コンサルタントの役割の提案 

2-2 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ領域拡大の支援 

①マネジメント領域拡大の支援（PFI／PPP） 
・PFI／PPPにおける業務拡大（行政・会員向けの広報活動） 
・PFI／PPPの検討及びPR（啓蒙活動） 
・事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催 
・事業領域の拡大を目指し、公共を対象とした事業展開の推進 
②マネジメント領域拡大の支援（PM） 
・マネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案 
・マネジメント領域におけるＰＭ技術の導入効果評価の提案 
・発注者支援制度の創立の推進 
・マネジメント業務の契約制度の提案 
・マネジメント領域拡大による国際競争力強化の支援 
・事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催 

行動計画－３ 

倫理の堅持 
3-1 倫理の堅持の支援 

・コンプライアンスの指導の強化（独占禁止法順守の強化） 
・あらゆる不正に荷担しない業界体質の醸成の検討 
・職業倫理啓発の手引きの普及浸透 
・職業倫理に関わる情報収集、年次レポートの作成 
・あらゆる不正に荷担しない業界体質の醸成の検討 

行動計画－４ 

専門家集団と

しての社会貢

献 

4-1 社会資本整備のあり方の
提言 

・社会資本整備のあり方に関する一般市民向けのリーフレットや小中学生向けの学習の
題材等を作成・配布とともに、出前講座等の社会貢献に関する取り組みを実施する。

4-2 社会貢献活動への参画 巻末に各支部のH21年度活動中間報告を掲載 

4-3 協会設立50周年記念事業
としての社会貢献活動の
推進 

・50周年に当るH25(2013)年に記念大会を開催し、記念誌を発行するとともに、1年間を
かけて、全国的に統合した形で、様々な社会貢献活動を実施する。 

4-4 公益法人改革への対応 ・公益法人改革法の施行に伴う法人移行、定款の改定、行動計画、施策の検討 
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３.２ 第二次中期行動計画の年次計画（委員会活動） 
委員会名：業務システム委員会 

施策 １－１ 施策名：技術力による選定の確立 

具体的行動 ①適正なプロポーザル方式、総合評価落札方式の検討 

①施策のねらい 現在運用されているプロポーザル方式、特に運用拡大予想される総合評価落札方式につ

いて実態把握のために協会員に対するアンケート調査と国土交通省の開示データの収

集整理を実施し、実態の把握とともに、問題点や課題、対応策について提案する。 
加えて、検討、提案時には必要に応じて広く国内外の関連情報収集、整理に努める。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
■ アンケート調査結果に基づく年次報告書の作成 
■ 総合評価落札方式は、運用開始間もないため開示データを収集整理し、課題等の把

握に努める 
■ 調査結果分析、適正な選定方式に向けた提案 
■ 国内外の多様な選定方式事例と関係法令の把握 

③年次計画 
 
アンケート調査 
 
総合評価落札方式実

態把握 
 
国内外の多様な選定

方式事例 
 
年次報告書作成 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ● 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ● 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ● 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ● 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
     ● 

 

④行動計画 ① プロポーザル方式、総合評価落札方式の現状把握と年次調査報告書の作成 
② 適正な総合評価落札方式の検討 
③ 国内外の多様な選定方式事例と関係法令の整理（必要に応じて） 
 
 
 

⑤実行予算 100 万円 

担当委員会 業務システム委員会 
 

共同する他委員会 選定契約専門委員会、業務形成・実施専門委員会 
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委員会名：業務システム委員会 

 

施策 １－１ 施策名：技術力による選定の確立 

具体的行動 ②地方自治体への技術による選定の普及提案 

①施策のねらい 現在地方自治体の選定・契約の実態は価格競争方式が大半を占めている。プロポーザル

方式は導入されてはいるものの、国土交通省に比べ、年間の実施件数は非常に少ない。

このためプロポーザル方式による選定のメリットをアピールしていくため、支部と連携

した普及活動の具体的提案とそのフォローアップを行う。 
また国土交通省で運用拡大されている総合評価落札方式も今後地方自治体での導入が

増える可能性があるため、実態の把握とともに、問題点や課題、対応策について提案す

る。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
■ 地方自治体の選定・契約制度の現状把握と年次報告書の作成 
■ 地方自治体へのプロポーザル、総合評価落札方式等の普及提案 
 

③年次計画 
 
支部アンケート調査 
 
普及提案 
 
年次報告書作成 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
     ● 
 
 
 

 
 
 
 
 
 ●

 
 
 
 
 
     ● 

 
 
 
 
  
     ● 

 
 
 
 
 
     ● 

 

④行動計画 ① 支部を通じての都道府県、政令市の選定・契約制度の実態調査と年次調査報告書の

作成 
② 地方自治体へのプロポーザル、総合評価落札方式等の普及提案 
・各支部のプロポーザル方式拡大への活動状況のモニタリング、フォローアップ 
・プロポーザル方式の拡大へ向けた具体的な勉強会、セミナー等の提案 
・適正な総合評価落札方式の提案 
 

⑤実行予算  

担当委員会 業務システム委員会 
 

共同する他委員会 選定契約専門委員会、業務形成・実施専門委員会 
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委員会名：業務システム委員会 

施策 １－１ 施策名：技術力による選定の確立 

具体的行動 ③入札・契約に係わる適正なシステム、制度の確立 

①施策のねらい 現在運用されているが、問題のあるシステムや制度などについて、運用動向を調査、把

握し、課題や必要と考えられる改善点を取りまとめて提案する。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
■ 地整別業務評定点の年次調査、業務成績評定要領の運用動向調査、適切な業務評定

システムの提案 
■ 各地整における低入札及び低入札防止施策の実態調査、意識調査アンケートの実施

と分析、あるべき施策の提言 
■ 各地整・自治体における共同設計方式の実態調査・分析とあるべき施策の提言 
■  

③年次計画 
 
業務評定点システム 
 
低価格入札 
 
設計共同体 
 
経営健全度評価 
 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

④行動計画 ① 適正な業務評定システムの確立 
② 低価格入札に係わる調査、検討と提案 
③ 設計共同体の普及提案 
④ 経営健全度評価のあり方検討 
 
 
 
 
 

⑤実行予算 ２００万円（年あたり４０万円） 

担当委員会 業務システム委員会 
 

共同する他委員会 選定契約専門委員会、業務形成・実施専門委員会 
 

地整別業務評定点調査、運用上の課題、改善提案取りまとめ

運用上の課題調査、改善提案取りまとめ 

低入札および各地整低入防止施策の実態調査 

受発注実態調査、普及に向けた検討 
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委員会名：マネジメントシステム委員会 品質向上専門委員会 

 

施策 1－2 施策名：品質確保のための制度・仕組みの確立 

具体的行動 ・詳細設計業務の品質向上に本部・支部で取り組み、協会をあげて推進する
・発注者に向けて提言し、具体的成果を出す 
・そのため、現状を把握し、成果品の高い評価と信頼を得るために、エラー防止や発注
者評価を高めるための施策について検討する 

・これを通じて施策の経時的効果を確認し、有効な施策を品質セミナー、マネジメント
セミナー等を通じて会員に周知する 

①施策のねらい 詳細設計業務の成果品の品質の把握とモニタリング評価を行い、品質向上施策の立案と
実施を経年的に試行実施し（3 年間を目途）、再委託制度を含めた品質向上施策の経時
効果を確認のうえ有効な施策を会員に品質セミナー、マネジメントセミナー等を通じて
周知していく。 

②モニタリング指標

および目標値の設定 

・支部をベースにモデル地方整備局を定め、JCCA による自主的な成果品チェック；各
10 件程度 

・業務調査票による業務特性把握と分析による背策の提言 
・会員周知；マネジメントセミナー 年 1 回、品質セミナー 年 1 回 

③年次計画 
 
方針の策定 
 
ﾓﾃﾞﾙ地整ﾁｪｯｸの実施 
 
品質の把握とモニタ

リング評価 
 
試行施策と提言 
 
他地整への展開と施

策強化 
 
会員周知（ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｾﾐ

ﾅｰ、品質ｾﾐﾅｰ） 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  M  H 
  ○  ○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  M  H 
  ○  ○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  M  H 
  ○  ○ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  M  H 
  ○  ○ 

 
 

 
④行動計画 ・ モデル地整と支部におけるチェックリストの抽出と分析方法の検討 

・ 支部による対象業務に対する特性分析と特別WG における分析支援 
・ 有効と考えられる施策の提言を発注者へ発信 
・ セミナー等を通じて有効な施策の会員周知 

⑤実行予算 マネジメントセミナー関連（品質向上専門委員会）；850 万円 
品質セミナー関連（照査特別ＷＧ）；1050 万円 
品質向上推進特別ＷＧ；1000 万円（チェック及びモニタリング評価の実施に伴う費用、
国交省との協議運営等） 

担当委員会 マネジメントシステム委員会品質向上専門委員会、技術委員会照査特別ＷＧ

共同する他委員会 品質向上推進特別WG、関東支部、中部支部、近畿支部 
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委員会名：企画委員会 登録制度専門委員会 

 

施策 １－３ 施策名：適正な登録制度の確立 

具体的行動 ・登録要件の検討と提案 
・業法もしくは職業法の提案 

①施策のねらい ・企業の選定のために有効に機能する登録制度とするために、適正に改定する 
 

・建設コンサルタント業務の責任範囲とそれに対応する権限を法的に明確に位置づけ、

その業務を行うものの社会的地位を明確にするために、職業法及び関連法案の検討、

及び目的に適合する法案について提案する。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・前 5 年間の中期行動計画で提案された内容について、再度上位委員会に報告し、指

摘事項に着目し深度化をはかり、H23 年度に報告書を再度提出する。 
・前 5 年間の中期行動計画で取りまとめた報告書を、上位委員会に提出し、指摘事項

等について検討を加えるとともに、法制化に向けた工程検討を取り入れて、H24 年

度中に最終報告を行う。 
③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 

登録要件 
 
  
 
法制化 
 
 
 
 
 

   
 
報告 

 
 
 
 
 
 
報告 

 

④行動計画 ・前回の中期行動計画で取りまとめた報告書を再度編集し、上位委員会に報告する。そ

の結果、新たな指摘事項に対して再度検討を加えて、H23 年度を目途に報告書を提

出する。 
 
・前回の中期行動計画での検討を引き継ぎ、報告書に取りまとめたのち、上位委員会に

報告する。その際の指摘事項に対して、再度検討を行い H24 年度を目途に最終報告

書を作成する。 
⑤実行予算 5 ヵ年で 100 万円（弁護士等への相談料） 

担当委員会 企画委員会 登録制度専門委員会 

共同する他委員会 技術委員会  国際委員会 
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委員会名：契約のあり方専門委員会 

施策 １－４ 施策名：（仮称）契約約款案の作成と提案 

具体的行動 
 

・適正な再委託制度の確立 
・適正な責任担保制度の確立 
・適正な知的財産権の運用の推進 
・契約のあり方に関する見解、交渉案の作成、協会内の統一、関係機関との交渉の実施

※具体的行動に関しては、他の委員会と重複している行動もあるため、進め方等につい

ては別途調整が必要となる 
①施策のねらい  これまでの活動において、再委託制度、責任担保制度及び知的財産権の運用の３点が

現行の標準契約約款における重要な課題として挙げられ、その対応が検討されている。

これまでの検討結果、聴取意見及び最新の情報に基づく見直しなどを踏まえて、協会内

での建設コンサルタントの契約に対する統一見解に基づく契約約款案の設定、関係機関

との意見交換による共通認識の醸成を行う。 
これにより、より質の高い成果の提供、円滑に業務が執行される仕組みを構築するこ

とをねらいとする。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
◆モニタリング指標 ◆モニタリング目標値 
各種具体的行動を踏まえた契約約款案

の作成・提案の状況報告(回数) 
H21 年度より作成開始 
H23 年度までに概ねの契約約款案を作成 

協会内の統一や国交省への交渉に向け

た意見交換会の実施(回数) 
H24－H25 年度において関係機関との調整

により契約約款案の見直し・精査 
各種具体的行動に関する啓発活動のた

めの講習会の実施(回数) 
１回／年度 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
契約約款案の作成・提

案 
 
 

    

(見直し・精査) 

関係機関との意見交

換 
 
 

    

講習会の実施 
 

● ● ● ● ● 

委員会・幹事会の開催 上記の年次計画遂行に向けて、各年度において１回／月のペースで委員会・幹事会を開

催 
④行動計画 ・H21 年度において、各種具体的行動を踏まえた検討方針の設定ならびに現行約款等

の諸規定のチェック・見直しの実施 
・H22 年度を目途に、契約に関する調査・研究を重ね、概ねの契約約款案を作成 
・H21－H25 年度において、様々な機会を捉えて国交省への交渉に向けた関係機関と

の意見交換会を実施 
・以上を踏まえ、契約約款案の更なる見直し・精査を行い、最終版を作成 
・別途、契約に関する啓発活動に向けた講習会の実施（１回／年度） 

⑤実行予算 講習会の実施費用、契約に関する調査・研究費用、関係機関との意見交換会の実施費用、

契約約款案などとりまとめ報告資料の印刷費用など 
※調査・研究の内容次第では増額の可能性あり 

担当委員会 企画委員会、契約のあり方専門委員会 
共同する他委員会 総務委員会、技術委員会 
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委員会名：総務委員会 

 

施策 1-5 施策名：適正な責任担保制度の確立 

具体的行動 ・保険制度改善ニーズの把握と改善案の検討・具体化  
・建設コンサルタント賠償責任保険制度の加入率増加 

①施策のねらい 現在の建コン賠、第三者賠償両保険運営上の問題点把握(保険対象業務の見直しを含む)
を技術委員会との協議及びR&D セキュリティとの定例協議会を継続させて行い、改善

策を協会へ提案していく。そのことにより加入会員の優位性向上、代理店R&D セキュ

リティ経営の安定化を図る。 
また、損害賠償事例の分析等から契約約款改定に向けた情報提供、支援活動も行なう。

②モニタリング指標

および目標値の設定 
● モニタリング指標：①R&D との協議会開催と改善提案、②協会支部等への加入促

進説明会の開催 
● 目標値：加入率 5％アップ 

③年次計画 
1) 建コン賠年次活

動報告の作成 
2) R&D との情報交

換、協議会 
3) 支部説明会開催 

(広報ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ) 
4) 保険制度改善ニ

ーズ把握と改善

案検討(ｱﾝｹｰﾄ等) 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
● 

 
 

 
 
 
 
 
 

● ● ● ●

 

 
④行動計画 
 

1) 建コン協会としてR&D を含めた保険関係活動の年次報告を作成する。 
・R&D の代理店活動、当方との協議会に基づく活動等を年次でまとめ、記録とす

る。 
2) 保険制度改善ニーズの把握と改善案の検討・具体化 

・ 保険制度の現況把握から対象業務範囲の見直し、確認を行なう。 
・ 技術委員会との協議を通し事業環境の変化及びニーズを把握する。 
・ 会員対象のアンケート調査も実施する。 
・ 契約図書(実施約款、他文書)から保険取扱に関する課題の確認 

3) 建コン賠、第三者保険の加入率増への取り組み 
・ 支部ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ、説明会の開催 
・ パンフレット等の改良 

⑤実行予算 ・支部説明会開催、広報キャンペーン活動等、年額 500 千円 

担当委員会 総務委員会、 

共同する他委員会 広報委員会、契約のあり方委員会、技術委員会 
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委員会名：報酬・積算体系特別委員会 

 

施策 １－６ 施策名：適正な報酬体系の確立 

具体的行動 ・適正な技術者単価のあり方に関する検討 
・適正な歩掛りのあり方に関する検討 
・適正な経費のあり方に関する検討 
・適正な利益のあり方に関する検討 

①施策のねらい 「設計コンサルタント業務等成果の向上に関する懇談会」（以下、懇談会）において、

新たな積算体系の議論がなされ、H21 年度より試行されることとなった。今後、懇談

会に対応し、国土交通省との協議を行っていくには、現行の報酬・積算手法に関して分

析・評価し、協会としての統一見解を持つとともに、あるべき積算体系を提示していく

必要がある。これらの検討のため、現在の報酬・積算体系特別委員会を改組、強化し、

報酬・積算体系特別委員会を新たに設置して具体的行動について検討を行う。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・各種検討成果 
・国土交通省との協議 
・行政の報酬・積算体系における本検討成果の反映 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

④行動計画 ・「設計コンサルタント業務等成果の向上に関する懇談会」への対応のための個別 
テーマ検討・国土交通省との協議 

・積算に関する現状把握と分析 
  ・建コンの過去の関連資料収集および分析 
  ・国交省積算基準および委員会資料等の収集および分析 
  ・関連業および海外における技術者報酬に関する資料収集および分析 
・問題点と課題に関する検討 
  ・建コン業のあるべき積算の要因整理 
  ・積算のスキーム 
  ・技術者単価と歩掛り 
  ・経費と適正利益 
・あるべき積算体系の提案 
・常任委員会および常任理事会への報告 
・国土交通省との調整・最終報告 

⑤実行予算 報告書の作成費等（年間：50 万円程度） 
担当委員会 報酬・積算体系特別委員会 
共同する他委員会 対外活動委員会、経営委員会、財務専門委員会、企画委員会、技術委員会、業務システ

ム委員会、事務局 

懇談会対応 

分析・検討・提案 
協会内協議 

国交省との協議 
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委員会名：ＣＰＤ委員会 

 

施策 １－7 施策名：技術者の能力開発と適正な資格制度の確立 

具体的行動 ①技術者の能力開発 
・「ＣＰＤの手引き」「実施要領」等各冊子による周知、記録の監査 
・関連学協会との連携によるＣＰＤシステムの更新・拡充 
・協会認定プログラムの充実支援 

①施策のねらい 建設コンサルタント技術者の素養及び技術力向上の支援、関連学協会との連携に

よるＣＰＤ制度の定着、協会の資格制度（ＲＣＣＭ）の支援としてのＣＰＤプロ

グラムの検討・充実などを図り、建設コンサルタント技術の向上への支援を狙い

とする。 
②モニタリング指標およ

び目標値の設定 
【ＣＰＤ制度の定着】 
ＣＰＤ登録者数（全数）、ＣＰＤ登録者数（ＲＣＣＭ）、ＣＰＤプログラム数 

③年度計画 
「手引き」「実施要領」

「Q&A」「記入例」等の補

足・改定 
 
ＣＰＤ登録者登録受付 
 
ＣＰＤ記録の登録受付 
 
CPD 記録の監査 
 
ＣＰＤプログラムの認定 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度

 
 
 
 
 
 
 
 

    
 
 

・個別テーマ毎にＷＧ活動を行う。 
④行動計画 ・「手引き」、「実施要領」、「Q&A」、「記入例」等の補足・改定 

・ＣＰＤシステムの改良 
・建設系ＣＰＤ協議会との連携 
・CPD 登録者並びにCPD 記録の登録受付 
・CPD 記録の監査 
・協会の実施するＣＰＤプログラムの充実支援 
（参考）平成２１年３月末日現在（Ｈ２０．３） 
 ・ＣＰＤ登録者累計 ①ＲＣＣＭ取得者  １２,１９７名（９，７０６） 
           ②非ＲＣＣＭ取得者  ８,４９４名（６，９１１） 
           ③合計       ２０,６９２名（１６，６１７） 
 ・ＣＰＤプログラム 平成２０年度認定件数  ５５２件（３８３） 

⑤実行予算 40万円×5年＝200万円（「手引き（改訂版）」等の印刷･製本費等） 

担当委員会 ＣＰＤ委員会 
専門委員会：人材啓発専門委員会、CPD 情報収集・調整専門委員会 

共同する他委員会 ＲＣＣＭ資格制度委員会 
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委員会名：RCCM 資格制度委員会 

施策 1－7 施策名：技術者の能力開発と適正な資格制度の確立 

具体的行動 ②適正な資格制度の確立 
・社会の変化に対応した資格制度の見直し 
・試験実施に係る体制の整備 
・更新時のCPD 義務化に伴う問題の整理・拡充 
・RCCM 資格制度の社会への広報 

①� 策のねらい 技術力が重視される公共調達の入札・契約制度改革、他の資格制度改革の動向などを

視野に入れて、多様化する役割に応じた建設コンサルタントの知見や技術を客観的に担

保するための資格制度を提案し、確立することにより、技術者の社会的地位の向上を図

る。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
1） RCCM 資格制度の充実 
2） RCCM の登録者数 
3） 公共調達におけるRCCM の活用度 

③年次計画 
RCCM 資格制度 
 課題の検討 
 新制度の提言 
 試験体制の整理 
  
CPD の定着 
 
RCCM の活用 
 制度の広報 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
制度改定   

 
 体制整理 
 
 制度の確認 
 
 
 広報 
 

 
 課題の検討 
 
   新体制 
 
 
 

 
 
 
の評価 
 
義務化の実施 
 
アンケート調 

 
 
   提言と 
 
 
と定着 
 
査 

 
 
改訂作業 

 

④行動計画 ・平成 21 年度中に懸案となっている項目の制度改正を行い、引き続き技術部門の適正

化、設計に特化した資格など他の課題の検討と提案を行う。 
・平成 22 年度から始まるRCCM 登録更新時のCPD 単位の義務化について、 
平成 21 年度に現状を踏まえて制度の再確認を行い、平成 22 年度以降は制度の定着

を図る。 
・RCCM 登録更新時に実施している CD-ROM 自主学習教材を毎年作るとともに、作

成方針を検討する。 
・平成 23 年度以降、RCCM の活用に関したアンケート調査を実施し、制度の見直し

に資する。 
・RCCM が広く活用されるように制度の広報を行う。 

⑤実行予算 行動に合わせて適宜 
担当委員会 RCCM 資格制度委員会 
共同する他委員会 CPD 委員会、CALS/EC 委員会、技術委員会の各専門委員会、登録制度専門委員会 
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委員会名：経営専門委員会 

  

施策 １－8 施策名：経営基盤安定・強化の支援 

具体的行動 ・会員企業の経営者や経理財務担当が望む新たな情報の提供の計画 

①施策のねらい 建設コンサルタントの役割の重要性が増す中で、発注は継続して減少し、また価格競争の

激化でコスト削減や生産の効率化など経営努力を進めているにも係わらず、経営破たんす

る会員企業も出ている。引き続き、現在の社会環境を鑑みながら、経営強化のための事業

拡大や財務体質強化などの取り組みに関する情報提供などを促進する。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・ 新たな経営分析指標、目標値の提案 
・ 年次の経営セミナーの開催 
・ 年次活動として協会加盟会社の経営分析結果の取り纏めと説明会の開催 

③年次計画 

（経営専門委員会） 

・経営セミナーの企画、開催 

・新たな経営分析指標検討 

・経営に係わる諸課題の検討 

（財務専門委員会） 

・経営・財務分析結果取り纏め 

・経営分析説明会開催 

・計算書類等ハンドブック改訂 

Ｈ21 年度 H22 年度 H23 年度 Ｈ24 年度 H25 年度 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

④行動計画 （経営委員会） 
・ 毎年の経営セミナーの企画、開催 
・ 新たな経営分析指標の検討と提案、これに基づいた新たな経営情報の発信 
・ コンサルタントの経営に係わる諸課題の検討（本部等からの要請事項） 
・ 毎年の「提案と要望」「白書」に対する提言 
（財務専門委員会） 
・ 毎年、経営分析結果の取り纏め、報告（財務データ収集から分析、報告まで） 
・ 毎年、経営分析結果の取り纏めを基に分析説明会を開催 
・ 財務、経理、税務に関する適時な情報提供（計算書類等ハンドブック他） 

⑤実行予算 経営専門委員会：160 万円／年×5＝  800 万円 
財務専門委員会：400 万円／年×5＝2,000 万円 

担当委員会 経営委員会（経営専門委員会、財務専門委員会） 

共同する他委員会  

説明 
改訂検討 
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委員会名：地域コンサルタント委員会 

 

施策 １－９ 施策名：望ましい「業界構造」とそれを実現するための方策 

具体的行動 ・望ましい業界構造の提案 

①施策のねらい 近年、特にある地域に特化して活躍している地域コンサルタントの経営が悪化している。

短期的には地域コンサルタントの現状を把握するとともに、意欲のある地域コンサルタ

ントが活躍できる入札契約制度の在り方や広域コンサルタントとの連携方策、経営戦略

の検討を進める。さらに、「望ましい業界構造」のあり方について検討、提案する。 
②モニタリング指

標および目標値の

設定 

・ 地域コンサルタントのプロポーザル及び総合評価方式への参加、特定率。また受注

動向。 
・ 地域コンサルタントの経営状況 
・ 地域コンサルタントの共同設計方式の参加、特定状況。 

③年次計画 
 
・ 経営状況の把握 
・ 入契制度の検討

と提案 
・ 連携の在り方検

討 
・ モニタリング 
・ 望ましい業界構

造検討 

Ｈ21 年度 H22 年度 H23 年度 Ｈ24 年度 H25 年度 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

④行動計画 ・ 地域コンサルタントの役割、位置付けの整理 
・ 地域コンサルタントの経営状況の把握、分析 
・ 意欲ある地域コンサルタントが選定される入札契約制度の在り方検討と提案 
・ 地域コンサルタントと広域コンサルタントの連携検討 
・ 地域コンサルタントの将来像や今後の経営戦略検討 
・ 「提案と要望」「白書」に対する提言 
・ 望ましい業界構造の検討 
 

⑤実行予算 ３０万円／年×５＝150 万円 

担当委員会 地域コンサルタント委員会 
 

共同する他委員会 業務システム委員会 
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委員会名：国際委員会 

 

施策 1－10 施策名：国際市場展開の推進 

具体的行動 ・国際市場対応能力向上の支援 
 
 

①施策のねらい わが国建設コンサルタンの国際市場展開のための関連情報の収集・広報と基礎的能力の

向上を支援する。 
 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
1) アンケートの実施 
2) ニーズに基づく施策の立案、実施 
3) 関連情報の収集、広報 

③年次計画 
 
アンケートの実施に

よるニーズの把握 
 
ニーズに基づく施策

の実施 
 
国際市場展開のため

の関連情報の収集・広

報 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

④行動計画 1) H21 年度に会員企業の国際市場展開の意志や国際委員会に求める支援活動のニー

ズを把握するためのアンケートの実施。 
2) アンケート結果の分析と次年度以降の実施計画策定。 
3) ニーズに基づく施策の実施。 
4) 国際市場展開に関連する情報の収集・広報。 
 
 
 
 

⑤実行予算  

担当委員会 国際委員会 
 

共同する他委員会  
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委員会名：広報委員会・情報委員会 

施策 １－１１ 施策名：魅力ある建設コンサルタントの広報活動の推進 

具体的行動 ①魅力ある建設コンサルタントをアピールする行動 
①施策のねらい 魅力ある建設コンサルタントをアピールするためには、社会資本整備に関する理解促

進を図ると共に、その学習の機会を提供する必要がある。これまで各支部においては

小・中学校、高校、高専及び大学への講師派遣を行っているが、今後は積極的に会員

各社が有する技術・経験などのノウハウを駆使して実施する必要がある。このため、

協会ＨＰで講師派遣のＰＲ活動を行い、これまでの実績も紹介する。更には、今後実

施する予定の社会貢献活動についてもＨＰに掲載し、広く建設コンサルタンツ協会の

存在をアピールする。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
・ 各支部ＨＰでの掲載状況 

・ 講師派遣数（年間/支部別） 

・ 開催イベント数 

・  

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
ＨＰへの掲

載方法・支

部への依頼 

     

 講師派遣の

紹介（ＰＲ、

実績） 

講師派遣の

紹介（ＰＲ、

実績） 

講師派遣の

紹介（ＰＲ、

実績） 

講師派遣の

紹介（ＰＲ、

実績） 

講師派遣の

紹介（ＰＲ、

実績） 

 各種イベン

トの紹介

（予定、実

績） 

各種イベン

トの紹介

（予定、実

績） 

各種イベン

トの紹介

（予定、実

績） 

各種イベン

トの紹介

（予定、実

績） 

各種イベン

トの紹介

（予定、実

績） 

④行動計画 ・協会ＨＰへの掲載方法の設定 

・ 各協会支部に講師派遣について以下を依頼する。 

（協会支部ＨＰに講師派遣の募集案内を掲載し、講師派遣活動をＰＲする。またこれ

までの講師派遣実績（派遣先、内容等）も掲載） 

・ 各協会支部にイベントについて以下を依頼する。 

（協会支部ＨＰに今後予定される協会主催のイベントをＰＲする。また、これまでの

イベント実績（場所、内容）も掲載する） 
⑤実行予算 － 
担当委員会 広報委員会・情報委員会 
共同する他委員会 事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会・情報委員会 

施策 １－１１ 施策名：魅力ある建設コンサルタントの広報活動の推進 

具体的行動 ②魅力を創造する行動及び協会の輪を広げる広報活動 
①施策のねらい これまでの学生論文と会員論文の募集を実施してきたが、会員論文については応募数

が減少し、かつ応募会社も偏りが見られた。このため、後者については平成 20 年は

休止とし、以降見直し検討を行ってきたが社会資本整備の魅力や価値を幅広く知らし

めるためには、協会会員以外の一般市民に向けた広報活動が必要と考えた。広く一般

に向けた広報としては、手軽に出来るものが望ましく土木施設を対象としたフォトコ

ンテストを企画した。この方法では写真を撮ることで無理なく土木施設の魅力を考え

るきっかけになるものと考えた。 

一方、学生論文についてはこれまでとおり、未来のコンサルタントの育成を兼ねるも

のとして論文募集を継続するものとした。 

上記2つの応募作品の表彰、発表を通じて協会活動についての情報発信を行い、協会

の輪を広げることを期待する 

 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
・ 応募数 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 

フォトコン

テストの開

催（試行） 

フォトコン

テストの開

催 

フォトコン

テストの開

催 

フォトコン

テストの開

催 

フォトコン

テストの開

催 

フォトコン

テストの開

催 
論文の募集 論文の募集 論文の募集 論文の募集 論文の募集 論文の募集 

④行動計画 ・土木施設を対象としたフォトコンテストの開催（募集期間７月～12 月） 
・ 学生を対象とした社会資本整備に関わる論文の募集（募集期間 7 月～9 月） 
 
 

⑤実行予算 － 
担当委員会 広報委員会（会誌編集専門委員会）・情報委員会 
共同する他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会・情報委員会 

施策 １－１１ 施策名：魅力ある建設コンサルタントの広報活動の推進 

具体的行動 ③著作物（会誌等）の充実 
①施策のねらい 会誌「Consultant」は毎年 4 回発行しているが、第３者による評価はこれまでに行っ

ていない。例えば、会員にとって有用なものとなっているか、配布している顧客層や

専門家層に対して協会をＰＲするものとなっているかなどであり、原点に戻って改め

て会誌を見直し、更なる向上を図って行く必要がある。 
また、会誌「Consultant」の配布先については組織再編に伴い見直しを行ってきたが、

今後も必要に応じて随時行っていく必要がある。 
なお、書籍の出版（著作権あり、販売権なし）は一般市民の土木施設への理解を深め、

かつ建設コンサルタントの知名度をアップする上で重要であり、国内国外の土木遺産

を紹介する書籍の編集を今後も継続する。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
・ 配布先見直し数（送付件数、送付部数） 

・ 評価コメント数 

・ 出版の有無 

 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 
協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 

協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 

協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 

協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 

協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 

協 会 誌

「 Consulta
nt」の配布

先の見直し 
書籍の出版 書籍の企画 書籍の出版 書籍の企画 書籍の出版  

④行動計画 ・ 協会誌「Consultant」の配布先の見直し 
・ 会誌モニタリング（アンケート、評価委員の設定など） 

・ 協会を発行者とする書籍の出版企画の実現（「土木遺産」シリーズの発行） 

 

 
⑤実行予算 － 
担当委員会 広報委員会（会誌編集専門委員会）・情報委員会 
共同する他委員会 各委員会、事務局、各支部 
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委員会名：広報委員会・情報委員会 

 

施策 １－１１ 施策名：魅力ある建設コンサルタントの広報活動の推進 

具体的行動 ④協会HP の改善 
 

①施策のねらい 建設コンサルタンツ協会の会員企業に向けた協会本部 HP を活用した情報提供の高度

化を図るとともに、会員企業へ情報技術力向上に関する支援を推進する。 
また、一般市民に向けた建設コンサルタンツ協会の広報活動を効果的に情報提供するた

めの協会本部HP の改善を実施する。 
具体的な施策実施については広報委員会と連携して進める。 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
・HP 改善（改良状況）の進捗管理 
・会員企業向けの情報技術力向上に関するコンテンツアップ（1 コンテンツ/年） 
・協会HP 管理運営要領に基づく適切な運用の照査 
 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
・HP 改善方針

検討 
・HP 改良作業 
・コンテンツ

UP 
・HP 運営会議

開催 
 
 
 

 
 
・HP 改良作業

・コンテンツ

UP 
・HP 運営会議

開催 
 
 
 

 
 
・HP 改良作業

・コンテンツ

UP 
・HP 運営会議

開催 
 
 
 

 
 
 
・コンテンツ

UP 
・HP 運営会議

開催 
 
 
 

 
 
 
・コンテンツUP
・HP 運営会議開

催 
 
 
 

 

④行動計画 1）前年までの検討による現状の協会本部HP のアクセスログ解析結果や広報委員会と

共同で整理した現状 HP の問題点を踏まえ、協会本部運営管理者と具体的な HP 改

善方針を検討する。 
2）改善内容を確定し、協会本部HP の改良作業実施を行う。 
3）会員向けの情報技術力アップに貢献する情報提供について、アンケート調査をもと

に実施する。 
4）本部、支部の広報活動について、HP を活用した仕組みやコンテンツを検討整備す

る。 
 
 

⑤実行予算  
担当委員会 情報委員会 

共同する他委員会 広報委員会 
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委員会名：役割検討専門委員会（仮称） 

 

施策 ２－１ 施策名：建設コンサルタントの役割の提案 

具体的行動 ・現在の建設コンサルタントの領域における役割の明確化と新たな役割の提案 
・新たな領域における建設コンサルタントの役割の提案 
・専門家集団としての建設コンサルタントの役割の提案 

①施策のねらい 平成 19 年 3 月に設計体系特別委員会が作成した報告書（以下、報告書）ののち、同年

6 月には「建設産業政策 2007～大転換期の構造改革～」の発表、それ以降の「設計コ

ンサルタント等成果の向上に関する懇談会」の議論の活発化など、建設コンサルタント

を取り巻く外部環境が大きく変化している。 
そこで、報告書第 2 章に示された「建設コンサルタントの役割とあるべき姿」につい

て、外部環境の変化を考慮して報告書内容のレビューを行うとともに、建設コンサルタ

ントの役割の提案を行う。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
レビュー結果報告書 
役割検討専門委員会（仮称）の設立 
建設コンサルタントの役割の提案 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
 

 

④行動計画 ・企画委員会内にタスクフォースを設置し、ここ数年の外部環境変化を整理するととも

に、平成 19 年 3 月に設計体系特別委員会が作成した報告書のレビューを行う。 
・レビューにより、報告書の内容に新たな調査・研究が必要と判断された場合にはそれ

らの検討・提案を行う専門委員会（仮称、役割検討専門委員会）を企画委員会下に設

立する準備に入る。 
・上記準備では、目的、検討内容、スケジュール、体制、予算、関連委員会などを明確

にし、設立趣意書を作成する。それらを企画委員会、企画部会、常任委員会、常任理

事会等に諮る。 
・検討内容、スケジュールに沿って専門委員会により検討を行い、２年を目処に提案を

まとめる。 
・国土交通省への説明やシンポジウムの開催などを行い、提案成果を広報する。 

⑤実行予算 なし 

担当委員会 企画委員会、役割検討専門委員会 

共同する他委員会 技術部会、報酬・積算体系特別委員会 

報告書のレビュー（by 企画委員会） 

専門委員会設立準備 

専門委員会による検討 

提案成果の広報 
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委員会名：マネジメントシステム委員会 

 

施策 ２－２ 施策名：マネジメント領域拡大の支援（PFI／PPP） 

具体的行動 ①マネジメント領域拡大の支援（PFI／PPP） 
・ PFI／PPP における業務拡大（行政・会員向けの広報活動） 
・ PFI／PPP の検討及びPR（啓蒙活動） 
・ 事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催 

・ 事業領域の拡大を目指し、公共を対象とした事業展開の推進 
①施策のねらい ・ PFI／PPP については、活用される事業は増加傾向にあるが、これまでの活動では

自治体職員等への働きかけが少なかったため、会員向けに加え、自治体職員を意識

したＰＲ活動を行う。 
・ また、活用が広がる一方で、近江八幡市のような手法に対する誤解を生んでいる事

例もあるため、第三者の立場としてコメントを出し、啓蒙活動をするなどの取組を

行う。 
・ 成功事例・失敗事例についての研究を行うとともに、今後業務が拡大するアセット

マネジメントを対象とした事業への適用を研究する。 
・ 社会情勢の変化などを踏まえ、タイムリーに事業者等と意見交換を行い知見を深め

る。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・PFI／PPP 業務領域の拡大：講師派遣の実施 
・意見交換会：3 回／年 
・PFI セミナー：2 種（MS セミナーを含む）／年 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
■講師派遣 
 

実施方法検討･試行 

■意見交換会 
 
■セミナー 
  M  P 

 
 
 
 
 
 
  M  P 

 
 
改善しながら 
 
 
 
  M  P 

 
 
継続 
 
 
 
  M  P 

 
 
 
 
 
 
  M  P 

M:マネジメントセミナー(親委員会主催)，P:PFI セミナー（専門委員会主催） 

④行動計画 ・ 自治体向け講師派遣の実施 
・ 意見交換会実施 

 PFI／PPP に係る関係者との意見交換を行い、今後の取組みへの参考とする。 
・ セミナー 

 MSセミナー（アンケート結果等を踏まえPPT を改良・作成する）。 
 PFIセミナーの開催（事業紹介などを行いPFIへの参画やPPP の普及を図る）。 

・ その他 
 第三者の立場でのコメント・啓蒙活動（必要に応じ） 
 成功事例・失敗事例等の研究、自治体アンケートの分析 

⑤実行予算 PFI セミナー費用  ￥600,000 
意見交換会費用   ￥200,000 
アンケート費用他  ¥200,000 
マネジメントシステムセミナー費用 別途計上 

担当委員会 PFI 専門委員会 

共同する他委員会 CM 専門委員会 
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委員会名：マネジメントシステム委員会 

 

施策２－２ 施策名：マネジメント領域拡大の支援（PM） 

具体的行動 ②マネジメント領域拡大の支援（PM） 
・マネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案 
・マネジメント領域におけるＰＭ技術の導入効果評価の提案 
・発注者支援制度の創立の推進 
・マネジメント業務の契約制度の提案 
・マネジメント領域拡大による国際競争力強化の支援 
・事業環境の周知、技術習得のためのセミナー開催 

①施策のねらい 今日、建設コンサルタントは、従来の調査、設計等の役割に加えて、プロジェクトマネジメ

ント（PM）領域、維持・修繕・管理運営領域、ソフト領域、国際市場におけるPM領域など、社

会資本整備における新たな領域での様々な役割を担うことが期待されている。 
このため、協会は、マネジメント領域における建設コンサルタントの役割の提案を行うととも

に、発注者支援制度の拡大、マネジメント業務の契約制度の整備、PM 技術の導入や効果

の評価などを行うことにより、マネジメント領域の市場の醸成を図っていく。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・①事業分野（都市計画、道路、鉄道、上下水道、河川 etc）、②発注者（国、自治体、etc）、

③事業段階（企画、調査、計画、設計、施工、管理、廃棄 etc）、④執行レベル（代行、支援

etc）、等に対応して、既往および今後の事例について、その内容、項目、数値、質、レベ

ルについて、モニタリングする。 
・モニタリングは具体には、マネジメント業務の受注業務量の推移（上記項目別）について行

う。 
 □受注額 1,000 万円以上／件 
□マネジメント業務の全受注額に占める比率 30％ 
□前年度対比（金額、件数の伸び率 20％） 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年

度 
H25 年度 

・協会員対象のＣＭ

／ＰＭ受注実績調

査等の実施事例調

査 
・コンサルタント参

画システム、契約条

項等細目の改善、

実施の継続。 

・事例調査 
・コンサルタントの

参画についての具

体方策の策定。 

・事例調査 
・コンサルタントの

参画についてのシ

ステム構築、契約

条項等細目の策

定、実施。 

・事例調査の継続 
・コンサルタント参画システ

ム、契約条項等細目の

改善、実施の継続。 

 
④行動計画 新領域におけるコンサルタントの参画についての経験の蓄積、資格要件の取得等につい

ての、情報収集、セミナー開催等、企画策定。 
⑤実行予算 150 万円／年 

担当委員会 PM 専門委員会 
共同する他委員会 PFI 専門委員会 契約のあり方専門委員会 インフラストラクチャー研究所 
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委員会名：独占禁止法に関する委員会実行委員会 

 

施策 ３－１ 施策名：倫理の堅持の支援 

具体的行動 ・コンプライアンスの指導の強化（独占禁止法順守の強化） 
・あらゆる不正に荷担しない業界体質の醸成の検討 

①施策のねらい 独占禁止法順守へ向けて会員企業が社内体制・組織を整備するよう指導を強化する

とともに，職業倫理啓発委員会と協力して不正に荷担しない業界体質を醸成するた

めの施策を検討し，その取組を推進する． 
②モニタリング指標およ

び目標値の設定 
未定．H21 年度において従来の行動計画に替わる施策を検討し，その中でモニタリ

ング指標および目標値を設定する． 
③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 1）｢行動計画｣の改定      

2) 独禁法遵守ﾏﾆｭｱﾙの

改定/独禁法改正の動

向調査/講演会開催 

     

3）公正取引委員会＆検

察の動向/発注者の制

裁措置の動向調査 

     

4）｢行動計画｣の推進＆

会員企業の指導 
     

④行動計画 1）「行動計画」の改定 

H11年12月に協会が策定した「建設コンサルタンツにおける独占禁止法遵守のた

めの行動計画をH21年度中に改定し，H22年度前半に承認を得る． 

2）独禁法順守マニュアルの改定/独禁法改正の動向調査/講演会の開催 

H21年の法改正に伴いH21年度中に順守マニュアルを改定する．引き続き改正の動

向を注視するとともに，外部講師を招いた独禁法講演会を開催する．  

3）公正取引委員会＆検察の動向/発注者の制裁措置の動向調査 

公正取引委員会と検察の独禁法運用の動向ならびに発注機関の独禁法違反に対す

る制裁措置の動向を調査する． 

4）｢行動計画｣の推進＆会員企業の指導 

H21年度中に ｢ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ事例集｣を印刷製本して会員企業へ配布する．また

支部の｢行動計画｣への取組を推進するとともに，職業倫理啓発委員会と協力して，

独禁法に限らずひろく法令順守への取組を推進する． 
⑤実行予算（万円） H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 1) 0 30 0 0 0

2) 30 60 30 30 30
3) 0 0 0 0 0
4) 30 10 10 10 10

担当委員会 独占禁止法に関する委員会実行委員会 
共同する他委員会 職業倫理啓発委員会(コンプライアンスへの取組推進について協力，実施) 
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委員会名：職業倫理啓発委員会 

 

施策 3－1 施策名：倫理の堅持の支援 

具体的行動 ・職業倫理啓発の手引きの普及浸透 
・職業倫理に関わる情報収集、年次レポートの作成 
・あらゆる不正に荷担しない業界体質の醸成の検討 

①施策のねらい ・職業倫理啓発の手引きの普及浸透を図り、協会員に対してより一層の倫理観の醸成と

法令遵守を促すものである。 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
・説明会の開催（近畿・関東支部以外の７支部） 
・年次レポートの作成（毎年） 
・独禁法に関する委員会実行委員会との連携 

③年次計画 
 
・説明会開催 
 
・他委員会との連携 
 
・年次レポート作成 
 
・啓発活動 

H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
 
 
 
     ●  

 
 
 
 

 
 
 
 
      
     ● 
 
 

 
 
 
 
      
     ● 
 
 

 
 
 
 
      
     ● 
 
 

 
 
 
 
      
     ● 
 

 

④行動計画 ・ 早期に手引きの普及浸透を図る。既に実施済みの近畿、関東支部以外の７支部にお

ける説明会を開催する。 
・ 独禁法に関する委員会実行委員会と連携し、｢あらゆる不正に荷担しない業界体質

の醸成｣について検討会を開催する。 
・ 検討会の結果を受け、新たな啓発活動を行う。(H22 年度以降) 
・ 毎年、情報収集を行うとともに年次報告書を作成する。また、必要に応じ手引きの

継続的改善を行う。 
 

⑤実行予算 ・ H21：60 万円 
・ H22：60 万円 
・ H23：50 万円 
・ H24：50 万円 
・ H25：50 万円 

担当委員会 職業倫理啓発委員会 
 

共同する他委員会 独禁法に関する委員会実行委員会 
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委員会名：社会資本整備のあり方検討ＷＧ 

 

施策 ４－１ 施策名：社会資本整備のあり方の提言 

具体的行動 ・社会資本整備のあり方に関する一般市民向けのリーフレットや小中学生向けの学習の

題材等を作成・配布とともに、出前講座等の社会貢献に関する取り組みを実施する。

①施策のねらい 建設コンサルタントは、良質な社会資本を整備する大きな責任を負っており、社会資本

整備に関わる課題について議論・研究し、その成果を社会・国民に真摯に説明するなど、

積極的な提案を継続的に様々な機会を通じて発信、提案していくことが重要である。こ

れにより建設コンサルタントが専門家集団としてのその役割を国民から理解され、信頼

を得ることにも繋がることとなる。 
②モニタリング指標

および目標値の設定 
・ リーフレット、小冊子、学習題材の作成・配布 
・ 社会貢献に関する取り組み（出前講座等） 
 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
小中学生向け

の学習題材（小

冊子等）の作成 
 
 
 
 
 

 
小中学生向け

の学習題材（小

冊子等）の作成

 
 

 
社会貢献に関

する取り組み 
 

 
社会貢献に関

する取り組み 
 

 
H21~24 年度の

フォローアッ

プ、中期行動計

画のとりまとめ

 

 

④行動計画 企画委員会の開催に合わせて社会資本整備のあり方検討ＷＧ会議を開催し、企画立案

から成果の完成まで段階的に議論しながら作業を進める。 
 
・ H21～22 年度：小中学生向けの学習題材（小冊子等）の作成 
・ H23～24 年度：社会貢献に関する取り組み（出前講座等） 
・ H25 年度：H21~24 年度のフォローアップ、中期行動計画のとりまとめ 
 
 
 

⑤実行予算 予算：650 万円（130 万円／年） 
・ 会議費：５０万円 
・ 印刷費、デザイン、資料購入等：600 万円 

担当委員会 企画委員会（社会資本整備のあり方検討ＷＧ） 
 

共同する他委員会 常任委員会、企画部会、企画委員会、インフラストラクチャー研究所 
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委員会名：企画委員会 

 

施策 ４－３ 施策名：協会設立 50 周年記念事業としての社会貢献活動の推進 

具体的行動 ・50 周年に当る H25(2013)年に記念大会を開催し、記念誌を発行するとともに、1 年

間をかけて、全国的に統合した形で、様々な社会貢献活動を実施する。 
 
 

①施策のねらい 50 周年記念事業に伴う社会貢献活動を通じて、協会員の意識の向上を図るとともに、

広く一般国民に対して建設コンサルタンツの仕事に関する認識度を高める。 
 

②モニタリング指標

および目標値の設定 
事前のタイムスケジュールに従い、構想・企画段階、交渉・調整などの準備段階、実行

段階ごとに達成度をチェックしていく。 
 

③年次計画 H21 年度 H22 年度 H23 年度 H24 年度 H25 年度 
 
 
  構想 
 
 
構想 
概略工程 
組織立上げ 
 
 
 

 
 

企画 
 
 
計画立案 

 
 
  交渉 
 
 
準備作業 

 
 
  調整 
 
 
準備作業 

 
 
  実行 
 
 
記念大会開催 
記念誌発行 
記念事業実行 

 

④行動計画 協会内に「50 周年記念事業特別実行委員会」を立上げ、参加に実施項目ごとにWG を

組織し、それぞれ、詳細の計画を立案し実行に移す。 
50 周年記念事業特別実行委員会 
    50 周年記念大会WG 
    50 周年記念誌WG 
    記念事業A 
    記念事業B 
    記念事業C 

⑤実行予算 記念大会約 500 万円（500 名規模） 
記念誌 約 300 万円（1000 部）  約 1000 万円  
本部記念事業約 200 万円       支部における活動は支部予算で別途計上 

担当委員会 50 周年記念事業特別実行委員会 

共同する他委員会 対外活動委員会・広報委員会・企画委員会・技術委員会・代表支部委員会 
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委員会名：協会組織のあり方検討特別委員会 
施策 ４－４ 施策名：公益法人改革への対応 

具体的行動 公益法人改革法の施行に伴う法人移行、定款の改定、行動計画、施策の検討 
①施策のねらい 公益法人改革法の施行に伴い、特例民法法人（2008 年 12 月）を経て、円滑に公益社団

法人又は、一般社団法人に移行する（2013 年 12 月まで）ための諸課題について検討し、

基本方針決定の為の案を作成する。 
②モニタリング指

標及び目標値の設

定 

■モニタリング指標（■目標値） 
・移行基本方針（案） 
・移行計画（案） 
・移行報告書（案） 

③年次計画 
 
・中間報告 
 
・移行基本方針 
 
・移行計画 
 
・移行審査 
 

Ｈ21 年度 Ｈ22 年度 Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 
 
 
 
 
 
 

  
 

 
 

 

④行動計画 平成 21 年 5 月総会 中間報告とりまとめ 
平成 22 年 5 月総会 移行基本方針の審議 
平成 23 年 5 月総会 移行計画の決議 

（諸課題の整理、他法人の動向の見極め） 
平成 24 年 5 月総会 移行審査の中間報告 

（移行決議のタイムリミット） 
平成 25 年 5 月総会 移行審査の中間報告 
平成 25 年 11 月総会 移行のタイムリミット 
 

⑤実行予算  
担当委員会 協会組織のあり方検討特別委員会 
共同する他委員会  

中間報告（5月総会） 

移行のタイムリミット（11月末） 

中間報告（5月総会）

5月総会 

5月総会 中間報告（5月総会） 
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巻末資料：各支部の平成２１年度社会貢献活動の中間報告 
支部名：北海道支部 

 
Ⅰ 社会資本整備並びに建設コンサルタントに関する広報冊子の増刷 

 
１． 活動概要 

「社会資本整備の重要性と建設コンサルタントの役割」について、支部ホームページ広報コンテンツと

の相乗効果により、一層の理解・PR を図るため、前年度に作成・配布した学生・一般・発注者向けの社会

資本整備並びに建設コンサルタントに関する広報冊子（本編並びに付録（カードゲーム））を 1,000 部増

刷し、一般市民への配布（土木の日のパネル展など）や出前講座（児童会館などで実施予定）での配布・

活用によりさらに PR 範囲を拡大する。 

 

２． 活動状況 

増刷（1,000 部）が完了し、支部総務委員会傘下の中期行動計画 WG のメンバーが主体となり、配布・活

用を行っている。これまでの配布・活用状況は以下のとおりである。 

 ・支部会員企業家族への配布（小中学生、高校生の子供を持つ家庭を調査して現在配布中） 

・出前講座での配布・活用 （7月 29 日に東札幌児童会館にて実施） 

・土木の日パネル展での一般市民への配布 （11 月 14～15 日に札幌駅コンコースにて実施） 

 

３． 今後の予定 

児童会館での 2回目の出前講座の実施を平成 22年 1 月に予定している。（栄通児童会館もしくは西白石

小児童会館にて実施予定） 

また、中学校での出前講座の実施を検討しており、現在調整中である。 

今後、さらに PR 範囲を拡大するため、業界紙（道内版の日刊教育紙）での紹介記事の掲載などを検討し

ている。 

    

Ⅱ （冬季用）歩行者用撒き砂収納箱の設置 

 

１．活動概要 

札幌市において冬季の凍結路面対策の一環として歩行者用撒き砂の収納箱の設置を進めており、この趣

旨に賛同し、撒き砂の収納箱を札幌市に寄贈することとする。なお、収納箱には寄贈者名が表示される。

設置後は、「歩行者の冬季安全歩行」を確保するためボランティアで、札幌市内の主要交差点において砂を

実際に散布する。 

また、砂散布時用として、協会支部名およびイメージキャラクターを印刷したベストを製作する。 

寄贈者名入り撒き砂収納箱設置とベスト着用による砂散布により、当協会の活動をアピールする。 

 

２．活動状況 

 札幌市の指定する撒き砂収納箱（2台）を発注済みであり、11 月 30 日に札幌市内中心部（大通西 3丁目）

に設置し、札幌市に寄贈する予定である。 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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３．今後の予定 

当初計画ではベストの製作を予定していたが、悪天候時でも対応できるようベストに代えてウインドブ

レーカーを製作することとし、現在、協会支部名等を印刷したウインドブレーカー（10 着）の製作を準備

しており、12 月下旬に納品予定である。 

今後、さっぽろ雪まつり開催期間（平成 22 年 2 月 5 日～11 日）にあわせて、札幌市内中心部の交差点

において支部会員によるウインドブレーカー着用のうえの砂の散布を実施する。 

 

 
Ⅲ 広報活動用パネルの製作 

 
１．活動概要 

札幌市内で土木の日に開催されているパネル展ほかへの展示用パネルを製作する。 

なお、パネルは、広報冊子の原稿を一部修正して製作することとする。 

 

２．活動状況 

 土木の日に開催されたパネル展（11 月 14～15 日に札幌駅コンコースにて実施）においては、主催者側

の事情により当協会支部からのパネル展示が実現できなかったため、主に今後実施予定の出前講座やその

他の展示機会での手軽な活用を目的に、持ち運びが容易な形状のパネルを製作することとし、現在、製作

を準備している。 

 

３． 今後の予定 

パネルが 12 月中旬に納品予定であり、まず今後実施する出前講座での活用を予定している。 
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＜参考＞ 

 
○ 出前講座の記録写真（7月 29 日 東札幌児童会館） 

    

    

  
○ 土木の日パネル展の記録写真（11 月 14～15 日 札幌駅コンコース） 
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支部名：東北支部 

４－２－１  災害支援活動 

  平成２１年５月１３日東北支部と宮城県は、「災害時における被害状況調査に係る応援協力に 

  関する協定」を締結した。 

この協定は災害発生時の初動調査を支部が無償で実施するとの内容となっており、近い将来高い

確率で発生が予想されている宮城県沖地震の災害発生時や大規模災害への迅速な被害状況調査に 

  大きな期待が寄せられている。 

 
調印式の状況（宮城県土木部長（右）と東北支部長） 

 
４－２－２  その他の社会貢献活動 
  フォーラム参画、講演（講習）会の開催、セミナーの講師派遣等 

１） 講演会「真に必要な社会資本整備をめざして」の開催 
社会資本整備の必要性とその促進や、建設コンサルタントの役割を広く社会に訴えるため、 
平成１４年度から継続して実施しているもので、平成２１年度は、テーマを「真に必要な社会
資本整備をめざして」と題し、講師には、 

東北大学特任教授   森杉壽芳氏 「真に必要な社会資本整備とは」 
      八戸短期大学客員教授 三村三千代氏「古代の技術、古代の知恵 

～現代人が学ぶべきこと～」 
    両氏を迎え仙台市内で実施する。（２１年１２月４日開催） 
    講演会申込み人数 １７０名（会員１００名、一般７０名）  （２１．１１．２７現在） 
 

２）災害復旧事業技術講習会の開催 
    東北支部では、災害復旧事業の技術・制度などの理解を深め、被災施設の早期復旧を図り地域

の安全安心に寄与することを目的とし、(社)全国測量設計業協会など４団体共催で災害復旧事業
技術講習会を平成２１年６月２９日に実施した。 

講習会参加者 ２９１名（内会員５４名） 
 

３）国・自治体職員研修への講師派遣 
    東北地方整備局、東北各県・仙台市などからの依頼により、各機関の職員研修に講師を派遣 
    した。 
       平成２１年度 研修コース ７１コース 
              派遣講師  延べ１０２名   （２１．１１．２７現在） 
 
  その他の活動 

１） 高校生「橋梁模型」作品発表会の実施 
高校生「橋梁模型」作品発表会は、土木技術を学ぶ東北６県の高校生に、模型作りを通して 
橋の種類や構造などを学び、知識を深めてもらうとともに、ものづくりの楽しさを体験して 
もらい土木技術者として、将来の社会資本づくりを担ってもらうことを目的とし、国土交通 
省東北技術事務所、(財)道路保全技術センターなど６機関と実行委員会を構成し実施している。

       平成２１年度 作品申込み数 ２３校５７作品（２１．１１．２７現在） 
              作品発表会（公開審査会）平成２２年２月２３日仙台市内で実施   

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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支部名：関東支部 

１。災害支援活動 
１）協会会員の災害復旧技術研修 
 災害時の支援活動を迅速且つ的確に行えるよう、平成２１年７月３０日、関東建設弘済会等との共催

による災害復旧事業技術講習会を実施。この研修会は本年で５回目となる。また、８月２７日には同様

講習会の地方開催（安曇野市）として長野県及び県内関係諸団体と共催し、地域の技術関係者多数の参

加を得た。 
 
２．社会に向けた情報発信 
１）情報発信誌「グローカル関東」の発行 
 社会資本整備の必要性と建設コンサルタントの役割を広くご理解いただくため、外向け情報発信誌を

毎年発刊している。今年度は第３号「山梨特集―山と生きる山梨」として 22 年 1 月に発行。カラー刷

りの柔らかい読み物とし、3000 部作成し、大学・公民館・図書館・市役所等を通じて一般の方々に配

布。各県を順次テーマに選び毎年継続してゆく予定である。自治体との意見交換会でも配布し、出来映

えに対するお褒めの言葉や、大事な活動であるとの期待・評価を頂いている。 
 
３．発注者・一般の方への発信を含めた講習会の開催 
１）平成 21 年度埼玉地域技術講習会 

平成 2１年 6 月 30 日、「埼玉地域の大規模構造物とコンサルタントの関わり」として技術講習会（第

3 回）を開催。（写真―１）。国交省関東地整・埼玉県及び出先事務所の職員など発注者等が半数以上を

占める参加となった。講師は県内のインフラ設計に関わった会員が担当し、設計に際しての地域特性の

考え方や地域性への配慮・設計者の思いを披露した。 
２）平成 21 年度環境講習会 
 平成 21 年 10 月 7 日、「低炭素社会の構築に向けたまちづくりのあり方」と題し講習会を開催した。

関連の有識者の講演・先進的自治体の取り組みの紹介・会場との討議などの有効な催しとなった。会員

はもとより自治体担当者・大学の研究者・学生など大勢の参加をいただいた。（写真―２） 
 

４．自治体職員研修会への講師派遣 
 受発注者双方の技術力の確保と向上に資するため、協会の技術・情報力活用を各自治体に強く働きか

けてきた。この結果、今年度は茨城県、栃木県、埼玉県、千葉県、山梨県、長野県及びさいたま市から

の要請で、延べ２２件の講師派遣に対応した。内容は、土木構造物の基礎的な工種の設計に関するもの、

構造物の点検・評価・診断に関するもの、設計の照査に関するポイントなどの内容である。 
（写真－１）                  （写真－２） 

 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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支部名：北陸支部 

４－２－２ その他の社会貢献活動 
 
１．ボランティア活動への参画 

○ 美化・清掃活動 

北陸支部では、今年度で４回目となる新潟市の繁華街「ふるまちモール」での清掃活動を行い、

協会員５７名が参加しました。 

    また、富山市において、道路管理者連絡協議会主催の「合同クリーン作戦」に初めて参加をさ

せて頂き、協会員３６名が参加しました。 

 
 
 
２．学校教育への参画、支援 

○ 中学生のための出前講演会 
    金沢市立小将町中学校の生徒を対象に平成２２年１月１３日に実施予定。 
 
 
 
３．フォーラム参画、後援（講習）会の開催、セミナーの講師派遣等 
○ 国・自治体職員研修会への講師派遣 

    北陸支部では、今年度も新潟県からの要請で、「照査の流れとチェックポイント」の講義内容

で１名。(財)新潟県建設技術センターからの要請で、「道路概論」、「橋梁概論」等の講義内容で６

コース１８名の講師派遣を行いました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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＊北陸支部（新聞記事①） 
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＊北陸支部（新聞記事②） 
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支部名：中部支部                                 No. 1 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 

１．名古屋打ち水大作戦への参画 
  8 月 22 日(土)、名古屋市広小路通り会場において、一般通行人約 850 名、支部 53 名、

が参加して、揃いの T シャツと建設コンサルタンツ協会のハッピを着用し、要所には「の

ぼり」を立て、打ち水開始前に「社会資本の重要性」、「打ち水の大切さ」、「建設コンサル

タントの役割」等、PR 用のうちわ水鉄砲を配布しながら「打ち水」への一般参加を呼びか

けた。 
打ち水には、一般住民が大勢参加して「打ち水」による温度の２度低下を体感した。 

２．堀川「エコロボットコンテスト 2009」への参加 
 8 月 23 日(日) 9:00～、名古屋市 堀川「白鳥公園周辺」において、支部から 2 名が参

加し、堀川の再生に向けて先端技術を駆使しての「エコロボットコンテスト」に便乗して

「堀川浄化意識の高揚と建設コンサルタントの役割」をパンフレット配布で PR。 
３．建設コンサルタントフェア in 鶴舞公園の開催 

 9 月 23 日(水・祝) 10:00～16:00、名古屋市昭和区 鶴舞公園「奏楽堂周辺」において、

社会貢献活動の広報効果を最大限に発揮すべく、中部支部独自のイベントを企画立案し、

実行することにしました。  パネル展示コーナー（まち、みち、かわ、はし、交通安全

クイズ）を、各委員会（まち）、（みち）、（かわ）、（はし）で担当し、住民の素朴な質問に

答えたり、内容の説明を行いました。パネル内に隠されているクイズラリーのヒント頼り

に、建設コンサルタントに関する簡単なクイズに挑戦していただきました。クイズを通し

てスタッフと子供たちとの会話も弾みました。参加者には、学用品や水ヨーヨー釣りなど

の景品を用意し、大変喜ばれました。子供たちに人気の高い「紙飛行機の製作」や製作し

た紙飛行機の飛行時間コンテストを通して、建設コンサルタントの設計関係の仕事ぶりを

イメージして理解していただきました。 
今回のイベントへは、約 900 名の方々にご参加をいただき、盛況裡のうちに滞りなく 

 終了しました。イベント内容は小学校高学年を焦点に企画しましたが、大人から幼児まで

が 楽しめる場となり、大きなＰＲ効果を上げることができたと思います。なかでも、クイ

ズラリー参加の小学生等から｢こういうお仕事があるって知らなかった｣等の発言が聞か

れ、建設コンサルタントへの理解が深まったことと思います。 
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支部名：中部支部                                   No. 2 

 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 

４．カルチャーセミナーの合同開催 
 9 月 23 日(水・祝) 10:00～16:00、名古屋市昭和区 鶴舞公園「奏楽堂周辺」にて、「建 

設コンサルタント in 鶴舞公園」と合同で開催。「津・高虎太鼓」と「嘉久太鼓」の勇壮な 
太鼓演奏 2 回と繊細で優雅な琴と太鼓のコラボネーションによる演奏 2 回の競演は、観衆 
の絶賛を浴びました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
５．業務技術発表会の開催 

         10 月 7 日(水) 13:30～、桜華会館の２会議室において、会員である建設コンサルタントの

日頃の技術研究の成果を、発注機関の技術者、技術関係学生及び会員会社の技術者を対象に、

技術研究発表会を開催した。内容は専門的４技術部門を２会場に分け、発表応募作品を第 1
会場 6 編、第 2 会場 7 編、計 13 編の発表を行った。日頃の技術力向上への努力が実り、活発

な質疑応答により盛況な意見交換会を実施。最優秀賞・優秀賞・プレゼン大賞を設け、各会

場毎に 1 編づつ表彰を実施した。参加者は 117 名であった。 
  ６．災害復旧事業講習会の開催 

  11 月 10 日(火) 10:00～、静岡県総合社会福祉会館シズウエルにおいて、県・市町村の若

手技術者を主体とし、技術関係の学生にも参加を呼びかけ、建設コンサルタントの技術者を含

めた災害復旧教育の継続実施に係る講習会を (社)中部建設協会と合同で開催した。 
 講習会は、若手技術者育成を目的に、災害復旧事業の技術的な実務の取扱、復旧工法の留意点

等、事例を交えての講習で 97 名の参加であった。 
  ７．河川技術セミナーの開催 

  12 月 1 日（火）13:30～、愛知県産業労働センター1201 会議室において、「堤防マネジメ

ントを目指した新たな展開」と題し（株）三木地盤環境工学研究所の三木博史所長が、「土木

施設の次世代アセットマネジメント」と題し京都大学経営管理大学院の小林潔司教授が、それ

ぞれの立場から講演を行った。参加者は 54 名であり、多くの県・市の参加技術者や会員各社

の参加技術者から好評を得た。 
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支部名：近畿支部 

１ 「建設技術展 2009 近畿」への参加 
  開催日：平成 21 年 12 月 2 日～3 日  

社会資産を再認識し、貴重な資産の保全と創造に貢献できるよう「近畿の社会資産共有活動委員

会」を設立し、共有する近畿の社会資産の写真データの展示公開を行いました。その中に関わる建

設コンサルタントの役割を分かりやすく紹介し、好評を得ました。 
また、土木学会関西支部主催のキャリア支援行事に、建設コンサルタントの役割に関する検討委

員会が協力し、大学・高専学生の就職活動を支援しました。具体的には建設コンサルタントの業務

内容の紹介、個別相談会を実施し、建設コンサルタントの業務を分かりやすく広報する映像コンテ

ンツを作成・放映しました。 
その他、広報誌クリエイトきんき、発注者支援となる研修講師派遣、幅広い層が参加可能な研究

発表会、近畿支部組織図をパネル、パンフレット、ＶＴＲで紹介しました。 
 
２ 研究発表会の開催 
  開催日：平成 21 年 9 月 10 日 
   支部会員、発注機関、学生、一般向けに建設コンサルタントの技術力をアピールできるよう研究

発表会を実施しました。支部会員による一般発表（47 編）、若手技術者によるプレゼン発表（15 編）、

発注機関や大学から講師を迎え最新情報を提供する特別講演（２題）、学識委員と支部会員による

研究委員会成果報告（４委員会）の４部門のプログラムからなり、参加者数は 518 名を超え盛況と

なりました。 

   また、優れた発表論文には表彰を行いました。 
 

３ 職員研修会への講師派遣 
   国土交通省近畿地方整備局、地方自治体の職員を対象として、講師依頼があり適宜派遣を行いま

した。 
   また平成 19 年度に「研修テキスト作成ＷＧ」を設立し、「土質と基礎」「橋梁」「道路構造物」「仮

設構造物」「舗装」「トンネル」「環境」の７項目の研修テキストを作成し、これらを利用し研修会

を行いました。 
 
４ 支部広報誌「クリエイトきんき」の発刊 
   支部広報誌「クリエイトきんき」として平成 13 年度（2 号／年）から発刊し、発注者、学校、

関連団体等に配布し好評を得ています。今年度は第 17 号（テーマ：みち）、第 18 号（テーマ：街

を元気にする）を発刊しました。 
また、第 11 号（テーマ：コンクリート）は東京大学、京都大学、立命館大学、大阪工業大学か

ら、また第 15 号（テーマ：維持管理）も京都大学から教材に使用したい旨の要望がありました。

 
 
 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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５ 学校訪問プログラム 
  担当委員会：建設コンサルタントの役割に関する検討委員会 
   初の取り組みとして、土木を学ぶ学生・生徒に向け、建設コンサルタントの仕事や魅力を紹介す

るために学校訪問プログラムを企画・実施しました。本年度は第一弾として、明石工業高等専門学

校を訪問（10 月 23 日）し、委員会メンバーから、我が国の問題点として、環境問題、台風・地震、

道路構造物の老朽化、人口減少・少子高齢化を踏まえた上で、社会資本整備における建設コンサル

タントの仕事について、写真や漫画を用いた資料、ミニ芝居を披露するなどして、分かりやすく説

明しました。 
 
６ 災害時緊急業務の体制整備 
   阪神高速道路（株）と協定を締結（平成 21 年 4 月 21 日）しました。近畿地方整備局、兵庫県と

は締結済みです。 
 
７ 近畿支部独自の防災演習 
  実施日：平成 20 年 9 月 30 日 
   災害時協定に基づく支援要請の円滑かつ効果的な実施に資するため、支援要請後の事務局や主な

受け皿となる災害対策委員会の動きを想定し、現地災害対策本部設置から各発注機関との連携、情

報伝達手段の点検、対処能力向上に主眼を置いたロールプレイング方式の防災演習を実施しまし

た。 
近畿地方で大規模な地震（花折断層：（仮称）琵琶湖西岸内陸地震）が発生したと想定し、「災害

対策現地本部班：支部災害対策委員会」を演習部（プレイヤー）とし、「災害対策本部班」「近畿地

整班」「各地域対応班」「協定自治体班」「協定外自治体班」「会員会社班」「他支部班」「状況付与伝

達班」を指揮部（コントローラ）として編成しました。参加者として、総務部会長及び参与 20 名、

総務委員会応援 8 名、事務局 2 名、建コン協本部 2 名、近畿地整防災課 4 名の合計 36 名を演習部

と指揮部に振り分け、災害対応にあたりながら、災害対策支援活動の課題となる事項を抽出・分析

し、対応能力の向上を図りました。 

 
８ 近畿の社会資産共有の活動  
   近畿の社会資産（構造物、景観、文化財、災害の記憶など）を再認識し、貴重な資産の保全と創

造の推進活動に貢献するため、「近畿の社会資産共有活動委員会」を平成 20 年度に設立しました。

支部会員による社会資産の探索と写真データベースを構築し、写真の展示公開等によって、一般

市民に社会資産を紹介するとともに、建設コンサルタントの知名度の向上につながるデータベース

の活用を行いました。 
 
９ 品質向上委員会 

設計業務のミス防止等を目的に、近畿地方整備局（発注者）のアドバイスを受けながら「品質向

上委員会」を開催しました。（平成 19 年 10 月発足、１回／月のペースで開催） 
また、近畿地方整備局の協力を得て「発注者」「施工者」「設計者」の三者による「現場技術力向

上研修会」を２回実施しました。 
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支部名：中国支部 
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支部名：四国支部                                    No.1 

 
活動名：学校教育・生涯教育への支援活動 
 
１．活動の趣旨 
 四国支部では、環境問題、自然再生に関して建設コンサルタントが重要な役目を担っていることをア
ピールする機会として、また、教育機関、住民等などを対象として環境への取り組み、自然再生に必要
な情報・知識を習得して頂くため、講師派遣、講習会を実施することとしております。 
 
２．活動状況 
 平成 21 年度は、教育機関（小、中学校）、市民などを対象として四国４県で講習会を開催致しました。
 地元講師、実務専門家等による説明や現地での実体験は、学校、地域住民の方々にたいへん好評であ
り、今後、継続して活動することにより、学習内容や参加者の広がりが期待できると考えております。
 
 以下に活動内容および今後の予定を示します。 
 
（１）平成２１年８月５日 

「平成２１年度 第１回社会貢献推進専門委員会」の開催 
参加者：総務委員長、各県委員８名、事務局長の計１０名 
議題：①支部助成金について 

      ②各県講習会の具体的活動計画 
      ③広報活動について 他 

（２）平成２１年９月２５日 
   高知地域講習会｢針木浄水場、鏡ダム 環境学習会｣の実施……別紙参照 

（３）平成２１年１１月１日 
    徳島地域講習会「オープンハウス 建設コンサルタンツ協会です」の実施……別紙参照 
（４）今後の予定 
   ・愛媛地域講習会の実施（平成２１年１２月中旬実施予定）………別紙参照 
   ・香川地域講習会の実施（平成２２年２月下旬実施予定）………別紙参照 
   ・平成２１年度 第２回社会貢献推進専門委員会の開催（平成２２年２月下旬実施予定） 
 

以 上 
 

 
 
 
 

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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支部名：四国支部                                    No.2 
施策 ４－２  施策名：社会貢献活動への参画 

 四国地域における社会貢献に関する講習会実施状況 
 
 地 域 

 
    香 川 

 
    徳 島     高 知     愛 媛   備 考 

 
 
 
 
 
 
 
活動の 
 ねらい 
 
 
 
 

昨年度は中学生に「ご
み」の処理について知
ってもらう学習会を
開催した。今年度は中
心市街地におけるま
ちづくりの必要性、住
民参加や国策として
の取り組みについて、
建設コンサルタント
が持っている知識を
若い世代に伝え、これ
からの地域活性化や
再生の取り組みにつ
いて知ってもらう機
会とする。 

今年度は昨年度に引
き続き、建コンの活動
領域・貢献領域の拡大
を目指し、まちづくり
や環境改善を行なっ
ている団体、NPO、個
人等と建コンとのコ
ミュニケーションの
場（機会）をつくり、
それぞれの目標に対
する連携・支援の可能
性やあり方、建コンへ
のニーズ等を探る活
動を実施した。 

高知市の市街地を貫
流する江ノ口川の下
流域の高知市立昭和
小学校では、毎年４年
生が社会科の時間に
「江ノ口川の水質改
善」などをテーマに
様々な活動を行って
いる。そこで、「針木
浄水場と鏡ダムの見
学会」を企画し、各施
設の目的や概要、役割
などを学習し体験し
てもらうとともに、川
の水質検査を実施し、
同校児童の環境学習
を支援した。 

平成 18～20 年度の建コ
ン支援により「松山こど
も夢ひろば」が継続的に
取り組んで整備してい
る松山総合園内の「こど
もの森」を拠点とし、子
ども達が自らの手で森
づくりする環境学習会
を引き続き実施する。 
学習テーマは「森林に関
する基礎的な正しい知
識の習得」とし、森の遊
び場を作ることにより
今後、継続したこどもの
森づくりに生かしてい
く。 

 
 
 
 
 
活動・ 
講習内容 
 
 
 

1） 学校等との協議 
2） 学習会資料の作

成 
3） 学習内容 
・ 観音寺市中心市街

地商店街の見学、説
明会 

・ 建コン協会による
コンパクトシティ
説明会 

・ 建コン協会による
地域活性化と住む
ことの必要性につ
いての学習会 

4）成果取りまとめ 

徳島市中心市街地内
新町川水際公園内の
パラソルショップ（2
基）を借りてオープン
ハウスを出店して、以
下の活動を行なった。
1）「第 5 回とくしま

NPO ボランティア
フェア」を後援（集
客活動、連携協働活
動） 

2）NPO 団体との交流
活動（アンケート調
査） 

3）一般市民来訪者と
の交流①（防災・減
災意識の向上支援）

4）一般市民来訪者と
の交流②（まちづく
りとインフラ整備へ
の関心度ＵＰ） 

5）建コンの広報活動
（パネル、パンフ配
布、アンケート等）

6）成果取りまとめ 

1） 針木浄水場の見学
と施設の仕組みや
役割の学習 

2） 鏡ダムの見学とダ
ムを利用した水力
発電の仕組みの学
習 

3） 鏡川と江ノ口川で
の水質検査を実施

4） 河川整備や利用の
歴史、河川汚濁と
その後の浄化への
取り組み、川沿い
の景色などのﾃｷｽﾄ
の提供 

5） 江ノ口ｳｵｯﾁﾝｸﾞﾏｯ
ﾌﾟの提供 

6） 成果取りまとめ 

1) 参加予定者、グループ
等との調整 

2) 実施テーマの具体的
検討 

3) 大学講師、環境マイス
ター等への講師依頼 

4) 県内建コンへの周知、
講師依頼 

5) 学習会の準備・開催 
6) 実施結果、課題の整理 
7) 建コン支部への報告 
 

 実施時期 Ｈ22 年 2 月下旬 H21 年 11 月 1 日 Ｈ21 年 9 月 25 日 Ｈ21 年 12 月中旬 
 対象者・ 
 実施規模 

観音寺中学校１年約
160 名 

一般市民を対象に 100
名程度、NPO 参加団
体数 23 団体 

昭和小学校４年 108
名 

学生、一般市民等を対象
に 30～40 名程度 

 
講師・スタ
ッフ 

地元講師 2 名、建コン
協会員 8 名程度 

・建コン協会員 12 名 ・ 教諭 ４名
・建コン協会員 10 名

講師は建コン協会のメ
ンバーの他に愛媛大学
にも依頼予定 

 
 備  考 

  テレビ局１社、新聞社
２社から取材あり 
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支部名：四国支部                                    No.3 

撮影箇所
鏡ダム

（四国電力発電所）

撮影箇所
鏡川

（城ﾉ平運動公園付近）

平成21年度　「針木浄水場，鏡ダム」 環境学習会　（高知県部会）

説 明 欄
水質検査

（ｐｈ，COD）

説 明 欄
ダムを利用した水力発電
の仕組み等の説明を受
ける

写真番号 3

写真番号 1

撮影箇所 高知市針木浄水場

説 明 欄
施設の仕組み，役割等
についての説明を受ける

写真番号 2
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支部名：四国支部                                    No.4 

平成21年度　オープンハウス「はじめまして建設コンサルタンツ協会です」　（徳島県部会）

写真番号 1

撮影箇所 新町川水際公園

説 明 欄 オープンハウス全景

写真番号 2

撮影箇所 新町川水際公園

説 明 欄
お宅付近の震度や浸水
深をお教えしています

撮影箇所 新町川水際公園

説 明 欄
建コンＰＲ用パネルの展

示

写真番号 3
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支部名：九州支部 

◆地域の夢・アイデア発掘・活用事業の概要 
 地域の夢・アイデア発掘・活用事業は平成１４年度から九州支部の社会貢献活動として実施して 
います．企画内容は，以下の４事業で構成しています。 
①夢・アイデア募集事業 ②夢・アイデア交流事業 ③夢・アイデア人材育成事業 ④夢・アイデア実現
化事業 

◆平成２１年度の活動報告 
①夢・アイデア募集事業                      
７月２０日～９月３０日において募集を行い，計５２編の応募がありました． 
今年度の応募作品は、まちおこし・交通・環境・子育て・福祉・景観等の内容でした。また、応募
者の年齢としては２０代から６０代までの構成でした。 
１０月に審査委員会（６名）へ応募作品を事前に送付した後，１１月２１日の交流会当日に審査委
員会を開催し，最優秀賞１編，優秀賞２編，佳作３編，特別賞１編が選出されました。 

②夢・アイデア交流事業                     
平成２１年１１月２１日（午後１３時～午後６時半）＠福岡市博多区八仙閣 
・ 交流会には延べ１９１人もの参加者が集い，夢アイデア企画事業の紹介や夢アイデアプレゼンテ

ーション（平成２１年度応募者の内１０名による）を行いました。（写真―１） 
・ 夢アイデアプレゼンテーション後に、昨年に引き続き、アイデアをどう活用するか、実現に向け

て何が必要か「夢アイデアでまちは変るかも」をテーマに夢アイデア座談会を行いました。（写
真―２） 
座談会では、夢アイデア実現化に向けて「人のつながり」「ネットワークづくり（仕組み、仕掛
け）」などについて、意見交換が行われました。 

・交流会後の懇親会では，募集事業の入選作の表彰と市民投票による夢アイデアプレゼンテーショ
ンの入選作の表彰を行い，発案者と参加者による夢アイデアの交流が生まれました。 

③夢・アイデア人材育成事業                    
平成２１年９月６日～９月１３日＠大分県別府市 
テーマ：「再考、別府の水辺」 
参加者：講師６名，社会人１名，学生２９名, 市民５５名（最終日の作品発表時） 
内 容：協会からは運営資金協賛を行い，夢アイデア交流会において模型展示と成果発表が行われ

ました． 
④夢・アイデア実現化事業                  
九州支部では今年度より過年度の応募作品の「アイデアの実現化」を最重要課題として取り組んで
います。 
今年度は「アイデアの実現化」として、昨年度の最優秀作品の「eco ヤギ・羊 project」に取り組ん
でいます。 
 ・期間：平成２１年６月～平成２２年３月（予定）＠長崎県雲仙市 
・メンバー：長崎県島原振興局、島原農業高校、TEAM GEAR、建設コンサルタンツ協会九州支部 
・内容：夢アイデア作品を地元との連携により実現するために、基礎調査、実証実験、実施体制

構築に向けて支援 （写真―３） 
⑤その他（広報活動） 

  夢・アイデアホームページ作成中（12 月アップ予定） 

                                                 

                          

 

 

 

 

 

（写真―１）                  （写真―２）                 （写真―３）             

施策 ４－２ 施策名：社会貢献活動への参画 
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＊九州支部（新聞記事①） 
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＊九州支部（新聞記事②） 
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＊九州支部（新聞記事③） 

 
 


